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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ａ：法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られている （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

Ｂ    

評定に至った理由  調査・研究・政策提言・資料統計業務の 3 つの成果指標及び成果普及・国際業務の 2 つの成果指標全てにおいて、経済産業大臣が高い評価を与え得るとしている基幹目標

達成 100％以上、一般目標達成 120％以上を大きく上回る成果をあげた。質的にも、EBPM センターの新規設立に向けた様々な準備、調整業務を進めるなど EBPM に関する業務

を大きく拡充する取組を進めるとともに、研究業績のアウトカムとして基幹目標とされている査読付き英文学術誌への論文掲載においても高インパクトファクターの学術誌

への掲載が大幅に増加し、顕著な成果を挙げることができた。 

 令和 3 年度は令和 2年度を上回る 62 の研究プロジェクトを実施し、複合分野を含む幅広い分野の研究活動を行った。その成果については日本政府の政策の基幹となる検討

に貢献している。 

 シンポジウムやセミナーに関しては、時宜に即したテーマについて、オンライン開催を引き続き強力に推進しており、成果普及・国際化業務の基幹目標である公開シンポ

ジウム等の集客においてもコロナ禍が大きな影響を与える中で全体として大幅に増加するだけでなく、多数の参加者を得たことに加えて、個別のイベントにおいて RIETI 発

足以来第 1 位、第 2 位の集客となるシンポジウム等を円滑に開催するなどニーズに沿ったこれまでにない大規模イベントを円滑に開催する能力を発揮しており、質・インパ

クト面で各府省や内外の研究者等から高い評価を受けている。 

 また、本年度は、EBPM に関する取組を大きく拡充した。EBPM の研究論文を 28 本公表し、前年度の 8 本から大きく増加させるだけでなく、EBPM に関する取組の社会的な要

請を踏まえ、また、RIETI におけるこれまでの EBPM に関する取組の蓄積を踏まえて、RIETI における EBPM に関する取組を抜本的に拡充するための検討、準備を重点的に実施

して、経済産業省における「経済産業政策の新機軸」に関する議論の深まりに併行し、データ駆動型行政の中核的な役割を担うこととなる EBPM センターの設立を構想し、担

うべき機能の整理、EBPM有識者との関係構築、要員の採用及び組織規程等の整備を行った（設立は令和 4年 4月 1日）。本センターは、独立性、中立性の高い立場から、研究

所内外の研究ネットワークも活用、拡充しながら、政策の効果検証、EBPMに関する知見の蓄積を行うこととしている。 

これらを踏まえれば、調査・研究・政策提言・資料統計業務についてはＡ評価、成果普及・国際化業務についてもＡ評価が妥当であり、評価配分を踏まえれば総合評定Ａと

なる。 

 

２．法人全体についての評価 

法人全体についての評価 特に重大な業務運営上の課題は検出されておらず、全体として順調な組織運営が行われている。 

全体の評定を行う上で特

に考慮すべき事項 

特に全体の評定に影響を与える事象はなかった。 

 

３．項目別の主要な課題、改善事項など 

項目別の課題、改善事項 なし 

その他改善事項 なし 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書№ 

備考 

 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

  R2 

年度 

R3 

年度 

R4 

年度 

R5 

年度 

  R2 

年度 

R3 

年度 

R4 

年度 

R5 

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  

 調査・研究・政策提言・資料統計業務 Ａ○ Ａ○   １－１    業務運営の効率化 Ａ Ａ   ２－１  

成果普及・国際化業務 Ａ○ Ａ○   １－２           

                

                

                

                 

                

                

                

                 

         Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  

          財務内容の改善 Ｂ Ｂ   ３－１  

                

                

                

                 

         Ⅳ．その他の事項  

          内部統制 Ａ Ｂ   ４－１  

         情報管理 Ａ Ｂ   ４－２  

                

                

                 

 

※重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※年度評価は、各年度の年度における自己評価。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 
調査・研究・政策提言・資料統計業務 

業務に関連する政策・

施策 

経済産業政策 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人経済産業研究所法 第 12条第一号、第四号 

当該項目の重要度、困

難度 

重要度：「高」（多角的な研究論文の学術誌掲載や政策に寄与する

成果の発信により政策に関する問題意識を醸成することが重要課

題として求められているため。）  

困難度：「高」（社会科学的な要素と理医工学的要素の融合は社会

から求められているもののこれまでも容易ではなく、またデータ

クリエーションを含む統計と政策情報の結合も双方の知見が必要

な高度で困難なものであるため。） 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

                         

                       ２．主要な経年データ 

 

 

本 

 

指 

 

標 

 

① 主要なアウトプット（アウトカム）情報 

指標 達成目標 （参考）前中期目標 

期間平均値等 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和元 5年度 

査読付き英文学術誌等への掲載及び専門書籍への収録件

数【基幹目標】 

200件以上（4年度） 

50件以上（単年度） 
53件 67件 79件   

EBPM、文理融合及び海外研究者の研究論文数 120件以上（4年度） 

30件以上(単年度） 
 58件 63件   

白書、審議会資料等における研究成果の活用の件数及び

政策アドバイス件数 

840件以上（4年度） 

210件以上（単年度） 
 284件 298件   

 

 

 

参 

 

考 

 

指 

 

標 

研究所内部レビューを経て公表した研究論文数  182件 168件 171件   

経済産業省政策実務者の政策立案過程における研究所の

研究・助言等の貢献度 

 
4.21/5 4.41/5 4.30/5   

 

研究所が保有す

るデータベース

の利用状況（デ

ータベースアク

セス件数） 

① JIPデータベース  22,849 40,874 41,930   

② R-JIPデータベース  4,736 8,599 10,930   

③ CIPデータベース  6,611 8,833 15,629   

④ 日本の政策不確実性指数  19,308 35,548 53,051   

⑤ AMU  17,787 42,822 101,678   

⑥ 世界 25カ国の産業別名目・実質

実効為替レート 

 
24,883 46,537 119,559   

⑦ JSTAR  22,788 39,124 60,897   

⑧ RIETI-TID  11,576 27,855 62,920   
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②  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）                               

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和元 5年度 

予算額（千円） 1,102,763 1,371,107   

決算額（千円） 847,561 898,034   

経常費用（千円） 840,125 908,595   

経常利益（千円） 4,241 -1,546   

行政コスト（千円） 840,125 908,595   

従事人員数（人） 60 55   

※予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

３．国民に対し

て提供するサー

ビスその他業務

の質の向上に関

する事項 

（中略） 

 

（１) 調査・研

究・政策提言・

資料統計業務 

①業務内容 

研究所は、世

界・国内経済の

激しい変化や不

確実性に臨機応

変に対応できる

柔軟な研究体制

を維持しつつ、

経済成長戦略を

はじめとする政

府全体の中長期

的な政策の方向

性を踏まえ、エ

ビデンスに基づ

く経済社会シス

テムの変革に貢

献すべく、第５

期中期目標期間

の 研究活動を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

１．国民に対し

て提供するサー

ビスその他の業

務の質の向上に

関する目標を達

成するためにと

るべき措置 

（１）調査・研

究・政策提言・

資料統計業務 

(a) 経済産業政

策の重点的な視

点の反映 

研究所は、効

率的かつ効果的

な配分を通じて

研究業務の重点

化を図りつつ、

我が国の経 済産

業政策の立案に

さらに貢献する

ともに、経済及

び産業に関する

知識と理解の増

進を図るため、

第５期中期目標

期間は、経済産

業政策をはじめ

とする政府全体

の中長期的な政

策 の方向性を踏

まえ、エビデン

スに基づく経済

社会システムの

変革に貢献すべ

く、研究活動を

実施する。 

１．サービスそ

の他業務の質の

向上に関する目

標達成のために

とるべき措置 

 

 

（１）調査・研

究・政策提言・

資料統計業務 

(a) 経済産業政

策の重点的な視

点の反映及び研

究プログラムの

設定 

 独立行政法人

経済産業研究所

（ 以 下 「 研 究

所」という。）

は、第５期中期

目標期間を通じ

て、経済産業政

策の重点的な視

点を踏まえ、研

究活動を推進す

ることとされて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－中長期的な経

済産業政策課題

の解決のため、

理論的・分析的

な裏付けのある 

斬新な政策提言

ができたか。 

 

－研究所の研究

成 果 ・ 提 言 内

容・助言等が政

府の意思決定・

政策立案に影響

力 のある文書や

有識者間での政

策論争に用いら

れたか。 

 

－中長期的な経

済産業政策課題

の解決に資する

政策研究・政策

提言を行うとい 

うミッションを

逸脱し、研究自

体が自己目的化

していないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特記事項 

＜EBPMセンターの設立準備と先行的な活動＞ 

RIETI では、EBPM に関する取組の社会的な要請、RIETI におけるこれまでの EBPM に関する取

組の蓄積を踏まえて、RIETI における EBPM に関する取組を抜本的に拡充するための検討、準備

を重点的に実施した。同時に、経済産業省は「経済産業政策の新機軸」として、大規模、長

期、計画的支援を行うミッション志向の産業政策を令和 3 年度より検討し、打ち出してきた。

このような新しい産業政策についての政策評価（EBPM）につき、これまでの取組に加え、その

開始後に実効的な効果検証ができるよう「検証シナリオ」を重点的に策定・公表し、事業開始

後もあらかじめ定めた指標・集計データを政策当局が収集し、機動的な政策評価を行う取組の

検討を開始した。 

 

RIETI としては、このような経済産業省の取組に対応し、内外の研究者や政策当局と連携し、

これまで進めてきたデータに基づく事後検証型の政策評価に加え、大規模プロジェクトの経済

効果の事前評価やこのために必要なデータ・デザインなどの基本構想を提示するための機能を

新しく設けた EBPM センターを設置することとした。このため、令和 3 年度においては政策当局

に対する先行的なアドバイス及びセンター設立準備作業を行ってきた。 

 

令和 3 年度においては、試行的に①先端半導体の国内生産拠点の確保に係る補助金事業、②

グリーンイノベーション基金事業についての検証シナリオを策定・公表したところ。 

 

＜令和 3年度中に実施した EBPMセンター設立準備と先行的な活動＞ 

・先端半導体の国内生産拠点確保にかかる補助金事業（令和 3年度補正予算 6170億円）、グリー

ンイノベーション基金事業（2021 年～、総額 2 兆円規模）について、補助対象事業者に対し

政策評価のために必要な取引データ等の提出を求める仕組みの創設などのアドバイスを先行

的に行った。 

・アドバイザリーボードの組成と就任依頼（大橋座長、渡辺教授、北尾教授） 

・EBPMセンターの組織規程・決裁規程など事務体制等の整備 

・シニア EBPM オフィサー新設、加えて研究コーディネーターとして経済産業省から出向者受け

入れ準備 

・EBPMエコノミスト等の採用準備 

・EBPM研究に関する国内外のネットワーク構築（Oxford Blavatnik School of Governmentとの

連携検討中） 

これらの活動を、EBPM の研究論文 28 本（前年度 8 本から大幅に増加）を公表することに加え

て行った。 

 

○令和 2年度から新たに第５期中期目標期間（令和 2年度から令和 5年度までの 4年間）がスタ

ートし、第４期中期目標期間に引き続き、経済産業政策がカバーしている幅広い政策分野を念

＜評価と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

根拠 

 

 令和 3 年度は、EBPM に関す

る社会的要請、RIETI におけ

る取組の蓄積を踏まえて、

RIETI における EBPM に関する

取組を抜本的に拡充するため

の検討、準備を重点的に実施

した。 

経済産業省が「経済産業政策

の新機軸」として、EBPM のこ

れまでの取組に加え、実効的

な効果検証ができるよう「検

証シナリオ」を重点的に策

定・公表し、事業開始後もあ

らかじめ定めた指標・集計デ

ータを政策当局が収集し、機

動的な政策評価を行う取組を

開始したことにより、RIETI

として、内外の研究者や政策

当局と連携しながら検討・準

備作業を行い、 令和 4年 4月

1日に RIETI EBPMセンターの

設立に至った。 

これまで行ってきたデータに

基づく事後検証型の政策評価

に加え、大規模プロジェクト

の経済効果の事前評価やこの

ために必要なデータ・デザイ

ンなどの基本構想を提示する

ための機能を新しく設けた。 

 

経済産業政策の中長期的な

視点に沿った62の研究プロジ
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頭に、きめ細やかに研究の進捗状況の確認や研究ニーズの変化への対応ができるよう、以下の 9

つの研究プログラムを設定し、業務を実施した。 

 

・研究プログラム 

マクロ経済と少子高齢化 

貿易投資 

地域経済 

イノベーション 

産業フロンティア 

産業・企業生産性向上 

人的資本 

融合領域 

政策評価 

（上記分野にとどまらない領域や複合分野についての研究テーマを「特定研究」として実施 

した。） 

 

○令和 3年度は、合計で 62の研究プロジェクトを実施した。（2年度：61研究プロジェクト） 

代表的な研究プロジェクト 

マクロ経済と少子高齢化 

・人口減少下のマクロ経済・社会保障政策：企業・個人・格差のダイナミクス（北尾早霧 SF） 

今後急速に高齢化が進行する日本において、マクロ経済の活性化のためにはいかなる政策が

求められるかをさまざまな個人や企業レベルでのミクロデータを駆使し、マクロ経済を構成

する個々の主体の異質性をとらえたモデルを構築することで、マクロ経済の動向と政策効果

を精緻に分析する。 

令和 3年 11月 18日のマクロ経済（成長と分配）に関する車座対話で岸田文雄内閣総理大臣と 

議論を行い、研究に基づいた政策提言を行い、政府がとりまとめる経済対策の活用に貢献す 

るものとなった。具体的には、岸田総理から、「是非（明日の経済対策でまとめようとしてい 

る 3年間で 4000億円の）政策パッケージの活用についても、今日のお話を参考にさせていた 

だきたい」と発言。 

 

貿易投資 

・グローバル化、デジタル化、パンデミック下における企業活動に関する実証分析（冨浦英一

PD） 

新型コロナウイルスの世界的なパンデミックにおけるわが国企業の対応に、グローバル化や

デジタル化がどう関係したか、企業ミクロデータを用いて分析する。また、パンデミックが

わが国貿易に与えた影響に関するビッグデータを用いた分析も検討する。 

 令和 3 年 7 月 16 日にデジタル・データの越境移動や企業内貿易にふれた「米中分断下の供給

網(下) 再構築、法制度への信頼軸に」が日本経済新聞の経済教室に掲載され、その全文の英

訳“Rewiring Supply Chains Based on Trust in Laws and Institutions under the U.S.-

China Confrontation”が外務省の海外向け政策論調発信ウェブ誌（No.65, Economy, Discuss 

Japan, September 1, 2021）に掲載され、政府の海外広報に寄与した。 

ェクトを実施し、 

・ RIETI研究業績のアウトカ

ムとして基幹目標に設定さ

れた査読付き英文学術誌等

への掲載及び専門書籍への

収録は 79件 

（目標比 158.0％） 

・EBPM、文理融合及び海外研

究者の研究論文数は 63 件

（目標比 210.0％） 

・白書、審議会資料等におけ

る研究成果の活用の件数及

び政策アドバイスの件数は

298件 

（目標比 141.9％） 

など、いずれの指標でも目標

比 120％を大幅上回る成果を

上げた。査読付き英文学術誌

への掲載については高インパ

クトファクターの学術誌への

掲載件数が増加しており、研

究業績のアウトカムにおいて

顕著に質の高い成果を挙げる

ことができた。 

 

 

（主な評価指標に係る自己評

価の詳細は以下のとおり。） 

 

○9 研究プログラム及び特定

研究、62 研究プロジェクト

により幅広い領域、研究分

野をカバーして、コロナ禍

やデジタル化など現下の喫

緊の課題を果断に取り込み

ながら、内外の研究者、行

政府、産業界、有識者等の

ネットワークをフル稼働し

て RIETI の「知のプラット

フォーム」の機能を十分に

発揮し、研究活動を引き続
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地域経済 

・アフターコロナの地域経済政策（浜口伸明 PD） 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により改めて浮き彫りになった地域経済が抱える課題

は、デジタル・トランスフォーメーション（DX）による企業の生産性向上と社会課題の解決

を目指す動きが地方では特に遅れていること、東京一極集中が感染拡大の抑制を困難にした

こと、地方の先端的なスタートアップ企業の創出力が弱いこと、インバウンド観光により地

方でも観光客の入込人数が増えたが地域所得への還元が小さいことであり、デジタル化、テ

レワークの浸透に伴う人口動態、スタートアップ・エコシステムの形成、観光業の高付加価

値化について、現状分析と政策研究を地域経済産業グループ地域企業高度化推進課と共同で

行う。 

浜口伸明 PD が同課が実施した「スマートかつ強靱な地域経済社会の実現に向けた研究会」の

委員に就任し、研究から得た知見を提供するなど、政策形成に寄与している。 

 

イノベーション 

・「デザイン」の組織経営への影響に関する量的検証（鷲田祐一 FF） 

国内の企業 50 社程度において、組織内構成員に対しその組織のデザイン担当部署の貢献につ

いての統一的なアンケート調査を実施し、その結果を多変量解析や人工知能による分析など

の量的手法で仔細に分析することによって、本質的な理解を実現する。 

本研究は、経済産業省および特許庁のデザイン経営宣言のフォローアップとして位置づけ、

さらなるデザイン研究推進政策に役立てることができるよう、経済産業省との連携を深める

など、政策貢献度が高い。また令和 4年 6月に RIETI政策シンポジウムを開催。 

 

産業フロンティア 

・人口減少社会における経済成長・景気変動（吉川洋 FF） 

深刻な人口減少は、高齢化を伴っており、さまざまな経路を通じて経済成長・景気変動に影

響を与えるということ考えられる。このインパクトを、理論・実証の両面およびマクロ・ミ

クロの両面から分析する。経済成長理論・ネットワーク理論・個別経済主体に関するミクロ

理論などを理論的枠組みとし、労働市場の需給、資産価格形成、家計の消費行動などを分析

の対象とする。 

サブリーダーの宇南山卓 FF が、閣僚の一人と面談し、コロナウイルス感染拡大に対する経済

的な対応の必要性、コロナ後の経済政策についての研究成果「コロナ禍における現金給付の

家計消費への影響」（21-J-022、英文は 21-E-043）に基づき助言を行うなど、政策への貢献が

高い。 

 

産業・企業生産性向上 

・コロナ危機後の資本蓄積と生産性向上（宮川努 FF） 

今回のコロナ危機に際して医療と経済の側面から、制度面および実証面について分析する。 

第一に、今回のコロナ危機に際して、日本が感染症対策としてどれくらいの医療資源を有し

ているか、また、こうした危機の際に医療機関の経営状況はどのように変化するかを考察す

る。第二に、外出の自粛要請等に基づく日本の緩やかな感染症対策が、感染者数の減少と経

き推進した。 

 

〇こうした学術研究は、論文

発表にとどまらず、政府の

政策形成等にも大きく貢献

した。例えば、第28回産業

構造審議会（令和 3 年 6 月

4 日）でコロナ危機下の在

宅勤務の生産性に関するサ

ーベイ結果の引用により、

ウィズコロナ以降の今後の

経済産業政策の在り方の検

討に貢献し、また、競争政

策と産業政策の関係に関す

る書籍に基づいて我が国の

産業政策の変遷が整理さ

れ、経済産業政策の新機軸

の検討のベースとなった。

加えて、令和 4 年度の産業

政策新機軸部会の中間整理

（令和 4 年 6 月 13 日）の

「日本の資本の資本蓄積の

停滞」で、JIP データベー

スを使って分析した研究成

果が紹介されるなど「経済

産業政策の新機軸」に関す

る議論の深まりに寄与し

た。 

また、日本における雇用と

生産性のダイナミクスの国

際比較に関する研究成果に

基づいて、成長戦略実行計

画（令和 3年 6月 18日閣議

決定）にスタートアップを

生み出し、かつ、その規模

を拡大する環境の整備が盛

り込まれるなど、日本政府

の基幹となる政策に貢献し

た。また、各研究プロジェ

クトの研究会においては、

政策実務者が多数参加し、
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済活動の低下をどの程度もたらしたのか、定量的な分析を試みる。第三に、韓国はなぜ初期

時点で感染拡大が見られながら、他の先進諸国に比べて経済損失を相当低く抑えたのかにつ

いて考察を行う。 

人的資本 

・AI時代の雇用・教育改革（鶴光太郎 PD） 

AI 時代において、現下のコロナ危機を乗り越えていくためにも、日本経済の抜本的な DX を図

っていく必要があるという問題意識の下、「働き方改革×新たなテクノロジーの活用」を目標

に掲げ、既成観念にとらわれない、新たな働き方（ギグ・エコノミー等を含む）・雇用システ

ム・労働市場の再設計の必要性について、研究・提言を行う。また、認知・非認知能力・ス

キルを始めとしてさまざまな能力・スキルが就業前教育、就業後訓練を含め全世代にわたる

取り組み・経験によりどのような影響を受けるか、また、人生のアウトカム（学歴、職業パ

フォーマンス、健康状態など）にどのような影響を与えるかなどを包括的に分析し、求めら

れる教育・訓練の改革を提言する。 

 

融合領域 

・文理融合による新しい生命・社会科学構築にむけた実験的試み（広田茂 FF） 

文理融合による新しい生命・社会科学の構築を目指し、世界にも類のない生命科学と社会科

学にまたがるコホートデータの構築に貢献し、データを最大限に活用したさまざまな最先端

研究を行う。それをもって科学技術・イノベーション法の導入という新しい国家戦略牽引の

一助となる。 

 

政策評価 

・総合的 EBPM（関沢洋一 SF） 

平成 30年度に RIETI内に創設された EBPMユニットでの研究のほか、他の研究プロジェクトに

属しない政策効果をデータに基づいて実証的に分析する研究を中心に、RIETIにおけるEBPM研

究を幅広く行う。研究の過程で経済産業省などの政策実務者や RIETI内外の研究者と連携する

とともに、場合によって政策実務者をプロジェクトのメンバーに加え、EBPM に関連するスキ

ルの涵養を図る。経済産業省等との連携の下、個別の経済産業政策 EBPM 研究を実施している

（継続中）。 

 

特定研究 

・日本の政策不確実性に関する実証研究（伊藤新 F） 

目的は次の 2つである。 

1.日本の個別政策に関する不確実性指数を作る。具体的には社会保障、年金制度、医療保険

制度、介護保険制度、税制、政府の財政支出、労働市場制度、環境規制、消費者保護規

制、そして金融規制に関する不確実性指数である。 

2.これらの新たに作られた指数と企業レベルのデータを使い、それぞれの政策分野において

政策の不確実性と企業の経営意思決定や生産性との関係について実証的に分析する。実証

分析で得られた結果から企業の生産性に対する政策的含意を引き出す。 

研究の成果物として、日本の政策不確実性指数を毎月算出し、ウェブサイトで公表してい

る。この指数は、Economic Policy －Uncertainty Project（メンバー：Scott Baker, Nick 

意見交換や分析結果の提供

等、経済産業省はじめ他省

庁との連携を強化した。 

 

○北尾早霧 SF は、令和 3 年

11 月のマクロ経済（成長と

分配）に関する車座対話で

岸田文雄内閣総理大臣と議

論を行い、研究に基づいた

政策提言を行い、岸田総理

からは「是非（明日の経済

対策でまとめようとしてい

る 3年間で 4000億円の）政

策パッケージの活用につい

ても、今日のお話を参考に

させていただきたい」と発

言。 

 

○政策ニーズを踏まえた研究

プロジェクトを遂行し、左

の業務実績に列挙したよう

に、経済産業省をはじめ

様々な省庁の白書、審議会

等資料において活用される

など、政策面で高い貢献で

あった。（詳細を後述） 

 

○EBPM 研究にも重点的に取り

組んでおり、EBPM の研究論

文も 28件と昨年度 8件を大

きく上回る成果となった。 

RIETI EBPM シンポジウム

「新型コロナ対策から EBPM

を考える」（令和 3 年 12 月

23 日）を開催。 EBPM シン

ポジウムとして 5 年連続の

開催であり、EBPM への関心

の高まりに応え、また、喫

緊の課題である新型コロナ

対策に対する EBPMの果たす

貢献を示すことができた。 
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Bloom, Steven J. Davis）により算出される世界の政策不確実性指数において、日本の指数と

して採用されている。 

世界の政策不確実性指数は、第 28 回産業構造審議会総会（令和 3 年 6 月 4 日開催）での資料

2 経済産業政策の新機軸の中で取り上げられ、世界で政策不確実性が高まっている状況を示

し、経済産業政策の新機軸の必要性の議論を支えることとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和 3年度に重点的に実施した事業及び成果 

・アンケート調査 

調査名 プロジェクト名 

「日本経済に関するアンケート調査」 直接投資の効果と阻害要因、および政策変化

の影響に関する研究 

「通学コスト意識に関するインターネット調

査」 

大規模行政データを活用した教育政策効果の

ミクロ実証分析 

「自治体のデジタルトランスフォーメーショ

ン（DX）推進に関するアンケート調査」 

アフターコロナの地域経済政策 

「経済政策と企業経営に関するアンケート調

査」 

新型コロナ危機とサービス産業の構造変化 

「Withコロナ・AI時代における新たな働き方

に関するインターネット調査」 

AI時代の雇用・教育改革 

「産業用ロボット等保有状況調査」 日本の労働市場に関する実証研究 

「新型コロナウイルス感染症下における企業

実態調査」 

企業金融・企業行動ダイナミクス研究会 

ポストコロナの地域経済と地域金融の役割 

企業成長のエンジン：因果推論による検討 

※3プロジェクトによる合同調査 

「日本企業の貿易建値通貨の選択に関するア

ンケート調査」 

為替レートと国際通貨 

「選挙管理実態調査」（2021 年衆議院総選

挙） 

先端技術と民主主義：技術の進展と人間社会

の共生を目指して 

○調査研究を支えるデータベ

ースとしてウェブサイトで

公表している日本の政策不

確実性指数は、 Economic 

Policy － 

Uncertainty Project（によ

り算出される世界の政策不

確実性指数において、日本

の指数として採用されてい

る。世界の政策不確実性指

数は、産業構造審議会総会

（令和 3 年 6 月開催）で取

り上げられ、世界で政策不

確実性が高まっている状況

を示し、経済産業政策の新

機軸の必要性の議論を支え

た。 

 

〇こうした研究成果、政策形

成等への貢献を実現するた

め、アンケート調査は研究

の基礎となるデータを提供

する重要な取組であり、例

えばコロナ禍に関する研究

を迅速に行って現下の重要

課題に研究面から貢献する

べく機動的な実施に努め

た。「新型コロナウイルス

感染症下における企業実態

調査」は、前回調査（令和

2 年度に実施した「2020 年

度 新型コロナウイルス感

染症下における企業実態調

査」）に続き実施した。 

 

○日本経済にとって喫緊の課

題であるDXについて、地方

行政のDXへの取組の意識と

進捗状況の把握に努めると

ともに、地域産業政策への

DX の活用に関する情報を収
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調査・研究の管

理 体 制 に 関 し

て、研究所は、

研究計画の進捗

状況を定期的に

確認し、必要に

応じ調査・研究

の継続の適正そ

のものに関する

助言・指導を大

学、産業界等の

外部の有識者か

ら求めるものと

する。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 研究プロジ

ェクトの設定 

（中略） 

 

 

研究プロジェク

トの立ち上げの

際には、経済産

業政策の中長期

的な視点に沿っ

た研究であるこ

とを確認すると

ともに、経済産

業政策とのリン

ケージ（期待さ

れ る 貢 献 の 内

容）について議

論するため、政

策 実務者も招い

てブレインスト

ーミングワーク

シ ョ ッ プ

（ BSWS）を開催

し、研究計画に

つ い て 議 論 す

る 。 特 に 、

EBPM、文理融合

及び海外研究者

との共同研究を

含めた研究プロ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 研究プロジ

ェクトの設定・

実施・管理 

（中略） 

 

研究プロジェク

ト立ち上げの際

には、経済産業

政策等の視点に

沿った研究であ

ることを確認す

るとともに、経

済産業省等の担

当課室からプロ

ジェクトの意義

に関するアセス

メント等を得た

上で、政策実務

者を招いてブレ

インストーミン

グワークショッ

プ（ BSWS）を開

催する。BSWS で

は、事前の政策

当局との意見交

換において示さ

れた論点や経済

産業省等の政策

ニ ー ズ も 踏 ま

え、研究計画に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－経済産業政策

立案プロセスに

寄与する質の高

い研究成果をあ

げるため、研究 

所内で研究マネ

ジメントをどの

ように見直した

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サプライチェーン及び技術ノウハウ管理をめ

ぐるアンケート調査 

グローバル・インテリジェンス・プロジェク

ト（国際秩序の変容と日本の中長期的競争力

に関する研究） 

 

○研究所内のマネジメントの見直し 

・昨年に引き続き、Fast track 制度（※）により、時宜にかなった政策立案に寄与する研究成

果をタイムリーに公表した。この Fast track 制度で公表した DPは 23 件。うち 3 本が査読付

き英文学術誌に掲載され、迅速なアウトカム実現となった。 

（※）理事長・所長が判断したコロナの緊急性の高い論文をタイムリーに公表する制度。

COVID-19 に関する研究成果で、①緊急性が高い、②政策形成への潜在的貢献が大きい、③日

本の研究の国際競争力にとって重要であるものなど。 

・関係部署との定例会議で、プロジェクトの研究活動の進捗状況、経済産業省の政策、国際的

な動向等、情報の把握、共有を行い、連携し業務を遂行した。関係部署間で、風通しの良い

コミュニケーションを図り、検討すべき課題など積極的に意見交換を行いスムーズな業務遂

行を行った。 

 

○研究プロジェクトの管理 

・研究プロジェクトにおいて、まず、プロジェクトリーダーが様式に沿って、研究内容の他、

研究成果公表を含めた全体のスケジュール、政策的目標、期待される効果等を明確かつ定量

的に記載した計画を策定する。政策ニーズを踏まえた研究とするため、研究プロジェクトの

組成段階から政策当局との意見交換を行った。 

具体的には、研究プロジェクト立ち上げ時には、ブレインストーミングワークショップ

（BSWS）を開催し、研究計画案について検討を行い、最終段階では、論文素案完成時に検討

会を開催し、参加者が意見交換や議論を行うこととした。 

プロジェクト開始後は、四半期毎に研究の進捗状況、全体スケジュールを予算執行状況と併

せて確認し、必要に応じた研究活動の見直しや予算の見直しを行った。 

 

〇ブレインストーミングワークショップ（BSWS）の開催に当たっての働きかけ 

・政策実務に貢献する研究を行うため、経済産業省関係政策実務者（担当評価室として依頼）

とプロジェクトリーダーの意見交換を実施した。意見交換の際、プロジェクトリーダーが研

究計画に加えて、ポイントを絞った説明資料を用意するなど、有益なディスカッションの場

を提供した。 

・プロジェクトの担当評価課室以外にも、研究内容が政策に関連する又は関心を持つと思われ

る課室にも広く開催案内を送付し参加を働きかけた。 

〇ディスカッション・ペーパー（DP）検討会等の開催に当たっての政策実務者との連携 

・プロジェクトの担当評価課室に加えて、DP の研究内容が政策に関連する又は関心を持つと思

われる課室にも広く開催案内を送付し参加を働きかけた。 

※BSWS、DP 検討会の質疑応答時、限られた時間の中で、政策実務者が意見やコメント等を発言

しやすいように司会進行を行った。 

※オンライン会議による BSWS、DP 検討会の開催にあたり、政策実務者等が会議にスムーズに参

加できるようマニュアルを整備・改定している。必要に応じて、事前に接続テストを行うな

集し、今後の分析で活用す

るためアンケート調査を全

国 1,765 地方自治体を対象

に実施した。本調査は地域

経済産業グループ地域企業

高度化推進課と連携し、政

策に有益な調査となった。

分析結果は、令和 4 年 5 月

に DPとして公表した。 

 

 

 

 

 

 

 

〇研究成果を質量ともに顕著

なものにする観点から、研

究プロジェクトの管理につ

いても力を注いだ。政策ニ

ーズを踏まえた研究とする

ため、研究プロジェクトの

組成段階から政策当局との

意見交換を行った。多くの

研究プロジェクトについて

政策担当者の RIETI の研究

活動への積極的参加を得ら

れるようになっている。ま

た、研究内容の質を高める

ため、研究所内のみならず

国内外の専門家や政策当局

を交えて議論を深めること

に重点をおいた。 

 

○研究と行政の関係部署が互

いに最新の情報、課題を共

有し、現場間で連携できる

ようブレインストーミン

グ、ＤＰ検討会をはじめと

する研究活動を確実に実施

した。 
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ジェク トを積極

的に立ち上げる

とともに、それ

らに対する予算

等の資源配分を

充実する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つ い て 議 論 す

る。 

特に、 EBPM、

文理融合及び海

外研究者との共

同研究を含めた

研究プロジェク 

トを積極的に立

ち上げるととも

に、それらに対

する予算等の資

源配分を充実す 

る。 

さらに、新型

コロナウイルス

感染症に関連す

る研究を昨年度

に引き続き積極 

的に強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

どサポートを行った。 

 

〇EBPM、文理融合及び海外研究者との共同研究を含めた研究プロジェクトの積極的な立ち上げ 

・新たに設定した政策評価プログラムにおけるプロジェクト 

「日本におけるエビデンスに基づく政策形成の実装」大竹文雄 FF 

国および地方自治体においても、2017 年以降 EBPM が推進されて来ている。米英をはじめとし

た海外の先進事例の普及は国内でも進展してきたものの、①日本における既存の政策形成・

評価のなかに EBPM をどう取り入れていくか、②データの制約をめぐる課題をどう解決する

か、③個別事業のなかで EBPM をどのように進めていくか、といった課題が残されている。そ

こで、第一に、日本で EBPM を定着させるための研究を行う。具体的には、海外事例の研究を

進めながら、既存の政策立案や政策評価・行政事業レビューとの関係性を整理し、あるべき

方向性を提言する。第二に、データの制約をめぐる課題を明らかにして、解決策を提言す

る。第三に、教育や環境・エネルギー、経済産業政策等における EBPM の個別事例を創出す

る。 

 

・融合領域プログラムにおける新規プロジェクト 

「企業統治分析のフロンティア（2021FY）」宮島英昭 FF 

日本の企業統治改革の課題は、「近視眼の罠に陥ることなく、市場の規律を重視した改革を通

じて、イノベーションと経済のダイナミクスを実現し、さらに企業が ESG要素を含む社会の持

続可能性を考慮する枠組みを創出する」ことに集約することができる。以上の問題意識か

ら、第一に、これまでの「企業統治分析のフロンティア」研究チームの成果を拡張し、現在

の日本企業の統治制度の特性と、その企業行動に対する影響をイノベーション能力の基礎と

なる R&D 投資や人的資本投資、M&A、事業再組織化、財務政策などに焦点をあてて実証的に分

析する。第二に、近年の資本市場の変化にともなう、近視眼的経営への傾斜の有無、所得分

配への影響（従業員から株主への富の移転）、企業の CSR 活動の促進効果を検証する。第三

に、こうした実証分析にもとづき、日本型モデルの Ver2.0 の制度設計に取り組み、企業の目

的の再定義、取締役会機関の整備、報酬制度の設計、最適な所有構造、企業成果の測定、経

営権市場に対する規制などを検討する。 

産業組織課からも多数オブザーバーとして参加し、また宮島英昭 FFが経済産業省 コーポレ－

ト・ガバナンス・システム研究会（CGS 研究会）第 3 期に参加し、研究会の成果を政策現場に

可能な限り反映する。企業統治改革の効果の実証分析について関心をもつ東京証券取引所、

金融庁等とも連携し、分析成果は、CGコ－ド・フォロ－アップなどに反映していく。 

 

また、継続中の「新型コロナウイルスの登場後の医療のあり方を探求するための基礎的研

究」関沢洋一 SF では、医療や健康に関してエビデンス（因果関係の存在を示せるような証

拠）を提示できるようなデータを蓄積し、蓄積したデータに基づいて医療や健康に関連する

取り組みの効果についてのエビデンスを積み重ねていくことを目指している。プロジェクト

メンバーには、医学やヘルスケア分野の専門家等の研究者が参画し、研究を進めている。ま

た、共同研究（研究題目：「慢性緊張型頭痛を有する勤労者に対するインターネット認知行動

療法の有効性を検討するランダム化比較試験」）を千葉大学大学院医学研究院との間で締結し

た。認知行動療法に基づくインターネット上の生活指導プログラムの効果検証を通じて、生

 

 

○定量指標とされている

「EBPM、文理融合及び海外

研究者との共同研究」につ

いて、年度目標の 2 倍以上

の成果を挙げることができ

た。研究成果は医学、環境

科学系の雑誌にも掲載され

るなど、経済学以外の分野

でも高く評価される質の高

い研究となった。EBPM に関

する研究の成果については

先述のとおり。 

 

○融合領域プログラムにおい

ては、左の新規プロジェク

トを開始するとともに、次

に記すように既存プロジェ

クトにおいて、千葉大学大

学院医学研究員との共同研

究を開始するなど研究の充

実を図った。 

 

○「新型コロナウイルスの登

場後の医療のあり方を探求

するための基礎的研究」で

は、医療や健康に関してデ

ータを蓄積し、医療や健康

に関連する取り組みの効果

について提示できるエビデ

ンスを積み重ねていくこと

を目指している。プロジェ

クトには、医学やヘルスケ

ア分野の専門家等が参画

し、研究を進めており、共

同研究を千葉大学大学院医

学研究院との間で締結し

た。認知行動療法に基づく

インターネット上の生活指

導プログラムの効果検証を
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(d) 研究プロジ

ェクトの実施・

管理 

 

（中略） 

 

各研究プロジ

ェクトの成果と

なるディスカッ

ションペーパー

（ DP）等は、政

策実務者も 招い

た DP 検討会等

の内部レビュー

プロセスを経た

上で、原則公表

する。 

各研究プロジ

ェクトの研究計

画に基づいた進

捗状況を定期的

に確認するとと

もに、四半期ご

とに予算執行状

況を確認した結

果を、研究計画

の見直しに反映

する。  

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各研究プロジ

ェクトの成果と

なるディスカッ

ションペーパー

（ DP）等は、政 

策実務者も招い

た DP 検討会等の

内部レビュープ

ロセスを経た上

で、原則公表す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ EBPM、文理融

合及び海外研究

者の研究論文数

を 30件以上 

 

 

 

 

－研究所内部レ

ビューを経て公

表した研究論文

数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活の質の向上や医療費の適正化を目指した研究を進めている。 

 

○EBPM、文理融合及び海外研究者の研究論文数 

令和 2年度 令和 3年度 

58件 63件 

令和 3年度目標値：30件以上 

EBPMの研究論文：28件 

文理融合の研究論文：11件 

海外研究者の研究論文：24件 

 

○内部レビューを経た論文（ディスカッション・ペーパー、ポリシー・ディスカッション・ペ

ーパー、テクニカル・ペーパー）の公表件数 

令和 2年度 令和 3年度 

168件 171件 

 

＜Fast track制度＞ 

 時宜にかなった政策立案に寄与する研究成果を速やかに公表出来る制度。 

 COVID-19に関する研究成果は、 

   ①緊急性が高い 

   ②政策形成への潜在的貢献が大きい 

   ③日本の研究の国際競争力にとって重要である 

 ことから、コロナの緊急性の高い論文をタイムリーに公表。 

 Fast trackによる DP公表数：23本を公表（うち、3本が査読付き英文学術誌掲載） 

 

・Journal of the Japanese and International Economies 

The heterogeneous effects of COVID-19 on labor markets: People’s movement and non-

pharmaceutical interventions.（笠原博幸、鈴木通雄、田中聡史、星紀翔、牧岡亮）DP-21-

E-045 

・BMC Public Health 

Association between COVID-19 vaccine hesitancy and generalized trust, depression, 

generalized anxiety, and fear of COVID-19.（越智小枝、関沢洋一、宗未来、傳田健三、橋

本空）DP-21-J-026 

・Social Science & Medicine 

Nudges for COVID-19 voluntary vaccination: How to explain peer information?（大竹文

雄、齋藤智也、佐々木周作）DP-21-J-023 

 

〇査読付き英文学術誌等への投稿・採択の研究員等への奨励 

・査読付き英文学術誌等への投稿を奨励、研究員評価に当たり同投稿・採択実績を勘案するこ

ととし、79件の収録という RIETI研究業績のアウトカムを得た。 

・FF 等の RIETI 研究員やプロジェクトメンバーへ学術誌への投稿を奨励した。プロジェクト開

通じて、生活の質の向上や

医療費の適正化を目指した

研究を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

○RIETI における研究業績の

アウトプットとなる内部レ

ビューを経た論文について

も昨年度を上回って非常に

活発な公表を行った。こう

した公表論文 171 本のう

ち、Fast track 制度によ

り、時宜にかなった政策立

案に寄与する研究成果をタ

イムリーに 23 本を公表し

た。うち 3 本が査読付き英

文学術誌(経済学、医学、

公共衛生学等 )に掲載さ

れ、コロナ関連研究の世界

的な科学的知見の蓄積に貢

献した。 

 

〇多くの研究プロジェクトに

おいて、メンバー、プロジ

ェクト協力者に海外の大

学、研究機関に所属する研

究者が参加しており、英文

DP の執筆や国内外のネット

ワークの拡大、継続を行っ

た。 

 

〇査読付き英文学術誌等への

掲載件数は79件となり、前

中期目標期間平均値（53

件）を大きく上回る実績と

なった。 
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・適切なインセ

ンティブの付与

等を通じて、査

読付き英文学術

誌等への投稿・

採択を研究員等

に奨励するとと

もに、研究員の

業績評価に際し

て、査読付き英

文学術誌等への

掲 載 件 数 、 白

書・審議会資料

等における研究

成果の利用実績

や政策アドバイ

スの実施状況を 

考慮する。 

・研究プロジェ

クトの改廃に当

たっては、査読

付き英文学術誌

等 へ の 掲 載 件

数、白書・審議

会資料等におけ

る研究成果の利

用実績、プロジ

ェクト・メンバ

ーの政策実務者

との意見交換の

実 施 状 況 、

BSWS・研究会・

DP 検討会等への

政策実務者の参

画の程度を勘案

する。 

 

 

 

 

 

その上で、学術

的成果として国

際的な評価につ

ながる査読付き

英文学術誌等へ

の掲載及び専門

書籍への収録を

できる限り進め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－学術的成果と

して国際的な評

価につながる査

読付き英文学術

誌等への掲載及 

び専門書籍への

収録件数を 50 件

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

始時における学術誌への投稿の奨励や DP 検討会開催に際して、改めて説明し、学術誌等への

投稿時に RIETIの肩書や研究成果であることを明記の必要性なども周知した。 

・学術誌等への掲載・掲載予定に関する論文情報は、ウェブページの各 DP 紹介ページへの掲載

や月次で Published List, Forthcoming Listとして一覧をウェブページで公開している。 

 

○学術的成果として国際的な評価につながる査読付き英文学術誌等への掲載及び専門書籍への 

収録件数（RIETI研究業績のアウトカム） 

 

  令和 2年度 令和 3年度 

インパクトファクターQ1、Q2 25件 28件 

上記以外 42件 51件 

合計 67件 79件 

令和 3年度目標値：合計 50件以上 

※インパクトファクター：学術雑誌を対象として、その雑誌の影響度、引用された頻度を測る 

指標（Q1＝上位 25％、Q2＝上位 26～50％） 

 

○インパクトファクターQ1の学術雑誌に掲載された論文 

・Carvalho, Vasco M., Makoto Nirei, Yukiko U. Saito, and Tahbaz-Salehi Alireza. “Supply 

chain disruptions: Evidence from the Great East Japan Earthquake.” The Quarterly 

Journal of Economics, Volume 136, Issue 2 (2021), 1255-1321.（経済学 376ジャーナル

中、IF第 1位） 

・Fujiwara, Yoshi, Hiroyasu Inoue, Takayuki Yamaguchi, Hideaki Aoyama, Takuma Tanaka, 

and Kentaro Kikuchi. “Money flow network among firms' accounts in a regional bank 

of Japan.” EPJ Data Science, 10 (2021), 19. 

・Kondo, Keisuke. “Simulating the impacts of interregional mobility restriction on 

the spatial spread of COVID-19 in Japan.” Scientific Reports, Volume 11 (2021), 

18951. 

・Ono, Yoshikuni, and Michael A. Zilis. “Ascriptive characteristics and perceptions 

of impropriety in the rule of law: Race, gender, and public assessments of whether 

judges can be impartial.” American Journal of Political Science, Volume 66, Issue 1 

(2022), 43-58.(政治学 163ジャーナル中、IF第 1位)（尾野嘉邦 FFは 2021年度から DPに基

づく 8論文（2本が Q1）を査読付き英文学術誌に掲載（予定含む。）。） 

・Sasaki, Shusaku, Tomoya Saito, and Fumio Ohtake. “Nudges for COVID-19 voluntary 

vaccination: How to explain peer information?” Social Science & Medicine, Volume 

292 (2022), 114561. 

・Sato, Daisuke, Yoichi Sekizawa, Chihiro Sutoh, Yoshiyuki Hirano, Sho Okawa, Motohisa 

Hirose, Ryo Takemura, and Eiji Shimizu. “Effectiveness of unguided internet-based 

cognitive behavioral therapy and the three good things exercise for insomnia: 3-arm 

randomized controlled trial.” Journal of Medical Internet Research, Volume 24, No.2 

(2022), 9.2.2022. 

 

 

 

 

 

〇学術雑誌のランキング上位

に位置づけられている査読

雑誌（Q1,Q2）に掲載され

た論文があり、学術的にも

国際的に高い評価を得てお

り、RIETI 研究業績のアウ

トカムの質の顕著な高さを

示している。また、経済学

だけでなく、医学、政治

学、環境科学系の雑誌にも

採択、掲載されており、学

際的な研究成果となった。 
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－白書、審議会

資料等における

研究成果の活用

の件数及び政策

アドバイス（研 

究員等が学術的

な知見に基づき

政策実務者に対

して個別に行う

政策形成に関 連

する助言や情報

提供）を 210 件

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○研究員の業績評価及び研究プロジェクトの改廃 

・研究員の業績評価にあたっては、査読付き英文学術誌等への掲載や研究成果の有効な普及、

政策アドバイザーとしての貢献などを考慮した。 

 

・新規 FFによるプロジェクトを開始し、研究体制の新陳代謝を実施した。 

 「持続可能性を基軸とする国際通商法システムの再構築」中川淳司 FF 

「「デザイン」の組織経営への影響に関する量的検証」鷲田祐一 FF 

「イノベーション、知識創造とマクロ経済」楡井誠 FF 

「賃金格差と産業ダイナミクスの関係」神林龍 FF 

「日本におけるエビデンスに基づく政策形成の実装」大竹文雄 FF（担当 FF として、内山融

FF、中室牧子 FFも新規に就任した） 

 

○白書、審議会資料等における研究成果の活用の件数及び政策アドバイスの件数 

経済産業省をはじめ、内閣府、内閣官房、財務省、厚生労働省、環境省等で 82 件の活用・引

用実績があり、研究成果が参考文献や、エビデンスとして、紹介された。また、「OECD 対日経

済審査報告書」においても 7件の研究成果が参考文献に含まれた。 

経済産業政策に関するサーベイ15件を含め、216件の政策アドバイスを政策実務者等に行い、

専門的知識の提供や助言、研究者の紹介など行った。 

 

 令和 2年度 令和 3年度 

白書、審議会資料におけ

る研究成果の活用件数 

77件 82件 

政策アドバイス件数 207件 216件 

合計 284件 298件 

令和 3年度目標値：合計 210件以上 

 

 令和 2年度 令和 3年度 

主な 

引用事例 

・経済産業省「通商白書」：6件 

・経済産業省「中小企業白書」：7件 

・経済産業省「小規模企業白書」：3件 

・経済産業省「ものづくり白書」：1件 

・経済産業省「産業構造審議会」：4件 

・内閣官房「成長戦略会議」:4件 

・内閣府「経済財政白書」：4件 

・内閣府「日本経済 2020－2021」：3件 

・総務省「情報通信白書」：1件 

・環境省「中央環境審議会」：4件 

・経済産業省「通商白書」：17件 

・経済産業省「中小企業白書」：5件 

・経済産業省「ものづくり白書」：1件 

・経済産業省「産業構造審議会」：9件 

・経済産業省「未来人材会議」：2件 

・内閣府「経済財政白書」：2件 

・内閣府「日本経済 2021－2022」：6件 

・内閣府「世界経済の潮 2021年Ⅱ」:2

件 

・総務省「情報通信白書」：1件 

・厚生労働省「労働経済白書」：1件 

 

・｢通商白書｣において活用された研究成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「白書、審議会資料等にお

ける研究成果の活用の件数

及び政策アドバイスの件

数」以下に述べるように年

度目標、前年度実績を大き

く上回るものとなった。質

的にも以下に述べるように

顕著な成果となった。 

 

○通商白書での活用 

『通商白書』において、貿

易理論に関する研究成果、

サプライチェーンの構築に

関する研究成果などが活用

され、閣議配布された政府

による白書の主張を裏付け

る重要な分析となった。 

 

○第28回産業構造審議会（令 

和 3 年 6 月 4 日）でコロナ

危機下の在宅勤務の生産性

に関するサーベイ結果の引

用により、ウィズコロナ以

降の今後の経済産業政策の

在り方の検討に貢献し、政

策面でも貢献度が高いアン

ケートの実施となった。ま

た、競争政策と産業政策の

関係に関する書籍に基づい
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 鎌田伊佐生（2014）“Regional Trade Agreements with Labor Clauses： Effects on labor 

standards and trade”、14-E-012 

戸堂康之、中島賢太郎、Petr MATOUS（2013）「絆が災害に対して強靱な企業をつくる-東日本

大震災からの教訓-」、13-P-006 

冨浦英一（2014）『アウトソーシングの国際経済学 グローバル貿易の変貌と日本企業のミク

ロ・データ分析』、日本評論社 

宇佐見幹・福岡功慶（2021）「バングラデシュ：後発開発途上国からの卒業とその影響」、21-

P-010  

JIP データベース 

 

・｢中小企業白書｣において活用された研究成果 

鶴田大輔（2019）“Lack of Successors, Firm Default, and the Performance of Small 

Businesses”、19-E-047 

森川正之（2020）｢コロナ危機対策利用企業の生産性｣、20-P-031 

滝澤美帆、細野薫、宮川大介（2020）｢日本のビジネス・ダイナミズム：10 の実証的事実とポ

スト・コロナの展望｣、コラム 

 

・｢産業構造審議会｣において活用された研究成果 

森川正之（2020）“Productivity of Working from Home during the COVID-19 Pandemic: 

Evidence from an Employee Survey”、 20-E-073 

森川正之（2020）「新型コロナと在宅勤務の生産性：企業サーベイに基づく概観」、20-J-041 

大橋弘（2021）『競争政策の経済学 人口減少・デジタル化・産業政策』、日経 BP 

 

・｢経済財政白書｣において活用された研究成果 

森川正之(2020)「コロナ危機下の在宅勤務の生産性：就労者へのサーベイによる分析」、20-

J-034 

北川梨津、黒田祥子、奥平寛子、大湾秀雄（2021）“Working from Home: Its Effects on 

Productivity and Mental Health.”、21-E-024 

 

・｢日本経済 2021-2022｣において活用された研究成果 

金榮愨、権赫旭（2015）「日本企業のクラウドサービス導入とその経済効果」、15-J-027 

森川正之（2014）『サービス産業の生産性分析 ―ミクロデータによる実証―』、日本評論社 

宮川努（2018）『生産性とは何か ―日本経済の活力を問い直す』、筑摩書房 

植杉威一郎・小野有人・本田朋史・荒木祥太・内田浩史・小野塚祐紀・川口大司・鶴田大

輔・深沼光・細野薫・宮川大介・安田行宏・家森信善（2021）「新型コロナウイルス感染症下

における企業実態調査の概要」、21-J-029 

 

・｢OECD対日経済審査報告書｣において活用された研究成果 

足立大輔、川口大司、齊藤有希子 (2020)“ Robots and Employment: Evidence from 

Japan,1978-2017”、20-E-051 

細野薫、滝澤美帆、山ノ内健太（ 2020）“ Firm Age, Productivity, and Intangible 

て我が国の産業政策の変遷

が整理され経済産業政策の

新機軸の検討のベースとな

った。 

 

○｢日本経済 2021-2022｣での

引用 

RIETI で実施したアンケー

ト調査結果を元に、コロナ

禍が企業行動やパフォーマ

ンスに及ぼす影響を分析し

た研究成果が、第 2章 成長

と分配の好循環実現に向け

た企業部門の課題におい

て、引用された。政策面で

も貢献度が高いアンケート

の実施、研究成果となっ

た。 

 

○また、成長戦略実行計画に

日本における雇用と生産性

のダイナミクスの国際比較

に関する研究成果に基づい

て、成長戦略実行計画（令

和 3年 6月 18日閣議決定）

にスタートアップを生み出

し、かつ、その規模を拡大

する環境の整備が盛り込ま

た。また、通商白書をはじ

め、新しい資本主義実現会

議や各種審議会資料におい

て、日本産業生産性データ

ベース（JIP データベー

ス）や都道府県別産業生産

性データベース（R-JIP デ

ータベース）等の当研究所

が提供するデータベースが

活用された。 
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研究所がこれま

で有してきた強

み（幅広い英知

のネットワーク

型研究体制、中

立的・客観的な

立場からの理論 

的・実証的な政

策研究を実施、

経済産業政策の

立案寄与等）に

加え、東北大学

との共同研究の

協定締結をはじ

め、経済学以外

の法学、工学、

医学等の研究者

へ間口を広げ、

問題意識、研究

 

 

 

 

 

・政策実務と政

策研究を橋渡し

する上で重要な

役割を果たすこ

とが期待される

コンサルテ ィン

グ ・ フ ェ ロ ー

（ CF）として、

研究マインドの

ある有為な政策

実務者を積極的

に登用する。 

 

 

 

 

 

(e) 文理融合・

学際的な分析・

研究等の実施 

 研究所がこれ

まで推進してき

た AI に関する

研究等に、第４

次産業革命関連

の研究 

 （ Society5.0）

及び近年、急速

に進展している

行動経済学的ア

プローチ等を加

え、他分野の専

門家等の協力を

得 て 研 究 を 行

う 。 具 体 的 に

は、経済学以外

 

 

 

 

 

経済産業省等に

在籍しながら研

究所の研究活動

に参画するコン

サルティング・

フェローは、自

身の職務上の経

験及び学術的知

識・関心を活か

しつつ、政策実

務と研究の双方

を 理 解 し た 上

で、政策当局と

研究所のリエゾ

ンとしての役割

を担う。 

 

(c) 文理融合・

学際的な分析・

研究等の実施 

 研究所がこれ

まで推進してき

た AI に関する

研究等に、第４

次産業革命関連 

の研究 

（ Society5.0 ）

及び近年、急速

に進展している

行動経済学的ア

プローチ 等を加

え、他分野の専

門家等の協力を

得 て 研 究 を 行

う 。 具 体 的 に

は、経済学以外

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－多様化・複雑

化する政策課題

の解決や 

「 Society5.0 」

に向けて、経済

学・法  学・工

学・医学などの

分野を横断する

文理融合・学際

研究を積極的に

推進したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Capital”、20-E-001 

児玉直美、横山泉、樋口美雄（ 2019）“ Effects of State-sponsored Human Capital 

Investment on the Selection of Training Type”, Japan and the World Economy, Vol. 49, 

40-49.（DP 18-E-029を元にした査読付学術誌掲載論文） 

 

○コンサルティング・フェローの登用 

・令和 3 年度は、112 名に対してコンサルティング・フェロー（CF）の任命を行った（うち、新

規 31 名）。新規任命のうち 19名が経済産業省等で政策実務を担当する職員である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○文理融合・学際的な分析・研究 

・令和 3年 1月に京都大学医学研究科と共同研究契約「新型コロナウイルス流行の実態解明に向

けた医学-社会科学融合型研究」を締結した。京都大学医学研究科と共同で、フランス・パス

ツール研究所が開発した抗体検査キットを使い、滋賀県長浜市民（対象者は「ながはまコホ

ート」を形成）と京都大学の医療従事者を対象に、抗体検査と社会科学的調査を組み合わせ

ることで、医学と社会科学の二つの視点からの新型コロナウイルス感染の実態把握を進めて

いる。 

 また、オンラインワークショップ、セミナーを実施し、進行中の研究の紹介やワクチン接種

に関して、社会科学と生命科学の両面から日仏の現状と課題の考察などディスカッションを

行った。 

・グローバル・インテリジェンス・プロジェクト（国際秩序の変容と日本の中長期的競争力に

関する研究）（渡辺哲也副所長）において、今後の国際秩序形成を大きく左右すると考えられ

るテーマ（経済安全保障と産業政策・科学技術政策／中国経済の実証研究（高度化、拡張、

構造改革等）／気候変動対策の国境炭素価格制度の総合的研究／DX の研究）を中心に国際政

治学、経済学、国際経済法学の観点から学際的・分野横断的な研究を行っている。 

 各関係課室の政策実務担当者も定期的に参加し、政策担当課の問題意識を共有している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○白書作成等関係課室の関係

職員をCFとして登用し、調

査・研究環境を提供するこ

とで、政策当局と RIETI の

リエゾンとしての役割を担

い、政策実務との連携をよ

り一層深めた。 

 

○CF の PDP 執筆にあたり、研

究員が助言や専門的知識の

提供など、政策アドバイス

を行うなど連携した。 

 

 

 

 

 

○文理融合・学際的な研究も

以下の 2 プロジェクトに代

表されるように積極的に推

進した。 

・「新型コロナウイルス流行

の実態解明に向けた医学-

社会科学融合型研究」につ

いてはまず初期の成果とし

て、「ながはまコホート」

の社会経済的属性の記述統

計や COVID 質問票の概要な

どについて書籍“ Socio-

Life Science and the 

COVID-19 Outbreak”（出版

社：Springer）に収録する

形で公表した。 

・グローバル・インテリジェ

ンス・プロジェクトにおい

て、関連する BBL セミナー
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テーマ、分析手

法の立て方など

において、文理

融合を含め、複

数分野の研究が

経 済学を含む社

会科学に結びつ

くように他分野

の専門家等と協

力・連携して研

究を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の法学、工学、

医学等の研究者

へ間口を広げ、

問題意識、研究

テーマ、分析手

法の立て方など

において、文理

融合を 含め、複

数分野の研究が

経済学を含む社

会科学に結びつ

くように他分野

の専門家等と協 

力・連携して研

究 を 行 う 。 ま

た、有効な政策

立案への提言を

行うため、10 年

先の社会が 見え

る研究者、10 年

後の技術を知る

社会科学者が協

力・連携して研

究を行う組織へ

発 展  さ せ 、 5 

年、10 年先の産

業・科学技術を

見据えた経済、

法制度等の研究

を行う。 

 

 (f) 経済産業省

への政策提言を

効果的に行うた

めの取組 

（中略） 

 

経済産業省等と

の 間で調査・研

究の企画段階か

ら成果の評価ま

の法学、工学、

医学等の研究者

へ間口を広げ、

問題意識、研究

テーマ、分析手

法の立て方など

において、文理

融合を含め、複

数分野の研究が

経済学を含む社

会科学に結びつ

くように他分野

の専門家等と協

力・連携して研

究を行う。今年

度においては体

制を整備し、有

効な政策立案へ

の提言を行うた

め、各プロジェ

クトにおいても 

5 年、10 年先の

産業・科学技術

を見据えた研究

をすすめる。 

 

 

 

 

 

 

(d) 経済産業省

への政策提言を

効果的に行うた

めの取り組み 

（中略） 

 

個々の研究プロ

ジェクトに政策

実務者がメンバ

ー、オブザーバ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○調査・研究の企画段階から成果の評価までを共有する取り組みの充実 

・研究計画の策定段階から積極的に政策実務者と研究者との意見交換を行い、研究者には、政

策ニーズを踏まえて、当該研究実施により期待される政策的含意を研究計画に明記すること

を求めた。 

・BSWS や DP 検討会の場での政策実務者と研究者の意見交換が入り口となり、政策アドバイス等

につながるネットワーク拡大の場を提供している。 

・各プロジェクトに政策実務者がメンバー、オブザーバー等として積極的に参加することを歓

迎し、経済産業省のみならず内閣府、財務省、文部科学省、農林水産省、環境省等からも参

加があった。 

 

（グローバル・インテリジ

ェンス・シリーズ）やウェ

ビナーを多数開催し、様々

な形で対外発信を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○調査・研究の企画段階から

成果の評価までを共有する

取り組みの充実について

は、RIETI の特徴となる取

組として引き続き注力し

た。 
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加えて、第４期

に続き経済産業

省からの相談・

問い合わせ等に

でを共有する取

組を一層充実さ

せる。その 際、

中堅・若手の優

れた研究者と経

済産業省等の課

室長、課長補佐

級の政策実務者

の交流の活発化

に努める。 

また、近年の 

EBPM の重要性に

鑑み、リソース

を充実し、効果

的な EBPMのため

に政策形 成の段

階から経済産業

省等の政策実務

者と連携すると

ともに、外部の

研究者とのネッ

トワ ークも活用

しつつ、幅広い 

EBPM ニーズに対

応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加えて、経済

産業省等からの

多種多様な相談

を受けるアクセ

ー等として参加 

することを慫慂

し、研究計画の

策定段階におけ

るプロジェクト

リーダー等との 

意見交換、 BSWS 

や DP 検討会等で

政策現場の関心

を吸い上げ、研

究計画の策定 や

成果に反映させ

る。 

また、経済産

業省等からの求

めに応じ、研究

所の研究者ネッ

トワークを活用 

し、経済産業省

の新政策立案、

審議会・研究会

等における検討

やその前段階で 

連携を図り、研

究成果やデータ

提供を行うとと

もに、意見交換

を実施し、ニー 

ズの把握に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

また、経済産

業省等からの多

種多様な相談等

に対応するアク

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－経済産業省政

策実務者の政策

立案過程におけ

る 研 究 所 の 研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○経済産業省等の政策実務者との連携及び外部研究者とのネットワークの活用 

・経済産業省からの要請に応じ、経済産業政策の効果検証のサーベイを年 15 件執筆して経済産

業省ポータル（KANI、政策ナレッジ共有・情報交換の場）に掲載した。また、一部のサーベ

イは、RIETIのウェブページでも公開し研究成果として発信した。 

・経済産業省政務レベルとの連携、ネットワーク継続の例として、昨年度に引きつづき、EBPM

データについて、研究者が佐藤啓経済産業大臣政務官兼内閣府大臣政務官兼復興大臣政務官

とオンラインで意見交換を行った。 

・研究者が経済産業省や他省庁の審議会、研究会、勉強会に参加し、専門的知見の提供、研究

成果の普及等を行い政策立案に貢献した。 

例：経済産業省 

「産業構造審議会 通商・貿易分科会 経済協力・インフラシステム輸出小委員会」 委員：戸

堂康之 FF 

「スマートかつ強靱な地域経済社会の実現に向けた研究会」 委員：浜口伸明 PD 

「総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会」 委員：大橋弘 PD 

「総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 エ

アコンディショナー及び電気温水機器判断基準ワーキンググループ」 委員：小西葉子 SF 

内閣官房  

「新型インフルエンザ等対策推進会議」委員：大竹文雄 FF 

財務省 

「財政制度等審議会」専門委員：家森信善 FF 

総務省 

「統計委員会」委員：宇南山卓 FF、川口大司 PD、小西葉子 SF 

など。 

 

○経済産業省の政策実務者に対する政策立案過程における政策アドバイザー等の研究・助言等

の貢献度 

 令和 2年度 令和 3年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○RIETI の研究成果の発信、

政策形成等への貢献を高

め、研究の更なる発展を図

るべく、「経済産業省等の

政策実務者との連携及び外

部研究者とのネットワーク

の活用」も多くの機会を捉

えて重点的に取り組んだ。

詳細は業務実績のとおりで

あり、多くの活動を RIETI

における研究がベースに行

われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○上に述べたような政策形成

等における研究成果の活用

や政策アドバイスの質につ

いて、政策実務者へのアン
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対応するアクセ

スポイントとし

て「政策アドバ

イザー」を経済

産業省の政策に

関連した研究領

域ごとに内部の

研究者を指名す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポイントとし

て、第４期から

設置した「政策

アドバイザー」

を通じて、経済

産業省等とのネ

ットワーク・人

脈を構築する。 

 

（中略） 

 

・白書担当課室

に対して、研究

成果やデータ提

供を行うととも

に、意見交換の

機会を設 け、ニ

ーズの把握に努

める。また、経

済産業省等の審

議会・研究会等

において研究成

果 が活用される

よう、審議会・

研究会等の関係

者との連携等を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セスポイントと

し て 設 置 し た

「政策アドバイ

ザ ー 」 を 通 じ

て、経済産業省

等 とのネットワ

ーク・人脈を構

築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究・助言等の貢

献度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策アドバイザー等の研究・助言等の貢献度 4.41/5 4.30/5 

 うち政策アドバイザー等の研究の貢献度 4.33/5 4.12/5 

うち政策アドバイザー等の助言等の貢献度 4.48/5 4.48/5 

 

（研究に係る定性的なコメント） 

マクロ経済と少子高齢化 
・（「自動化（robotization）が労働市場およびマクロ経済に与える影響についてプロジェク

ト」について）少子高齢化により国内の生産年齢人口が減少していく中にあって、自動化が

労働市場に与える実証分析から得られる示唆は、今後の政策検討にあたって貴重な材料にな

る。 
・（「経済成長に向けた総合的分析：マクロ経済政策と政治思想的アプローチ」プロジェクトに

ついて）経済産業政策の新機軸など、新たな経済産業政策の方向性を検討するにあたって必

要な視座を提供する重要な研究である。 
・（「East Asian Production Networks, Trade, Exchange Rates, and Global Imbalances」プロ

ジェクトについて）為替変動の企業活動への影響や、保護主義の背景と保護主義への対応策

を数量分析等、データ面の裏付けをもって検証を行うことは、経済産業政策、通商政策の立

案に大きく寄与すると考えられる。 
貿易投資 
・（「グローバル経済が直面する政策課題の分析」プロジェクトについて）近年の急激な世界情

勢の変化により新たに浮上した課題についていち早く分析を実施しており、即時性が求めら

れる通商政策の意思決定の際の判断根拠として有用である。 
・（「経済・社会ネットワークとグローバル化の関係に関する研究」プロジェクトについて）感

染症ショックや金融ショック、自然災害のショックなど、ショックを起点とした政策課題は

多く、ネットワーク構造におけるショックの波及効果と政策的介入について保護主義を切り

口として議論することは政策的意義が大きい。 
・（「直接投資の効果と阻害要因、および政策変化の影響に関する研究」プロジェクトについ

て）政府として掲げている「2030 年における対日直接投資残高を 80 兆円へ倍増させるとい

う目標」を達成するためにも、直接投資の阻害要因を分析する研究結果は、政策立案に大い

に貢献し得るもの。 
地域経済 
・（「経済集積を基本単位とする地域経済分析経済集積の空間パターンと要因分析手法のための

実証枠組の構築」プロジェクトについて）国内における産業集積・産業構造の定量的な分析

を行うものであり、これまでの地域経済産業政策に対する一定の評価を含み得ることから、

政策の企画・立案等に一定程度貢献する。 
・（「アフターコロナの地域経済政策」プロジェクトについて）デジタル人材が都市圏に偏在し

ている等の要因により、地域における DX への認知度や取組状況は、都市部と比較して遅れて

いる状況である。遅れている DX を強力に推進するために、各自治体の DX の取組状況や DX に

対する認識状況等の現状を分析し、課題を把握することは有益である。 
イノベーション 
・（「アントレプレヌール・エコシステムの形成」プロジェクトについて）好循環を生み出すエ

ケートにより貢献度を確認

しても、その質の高さは非

常に高いレベルで維持され

ている。（詳細は業務実績

に記載のとおり。） 
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コシステムの構築にあたっての課題の検討について、それぞれに応じた処方箋で解決するこ

とが必要であり、処方箋を検討するにあたり、エコシステムに関与するプレイヤー同士のつ

ながりのみならず、時系列の視点から、創業から成長までの各ステージの分業に着目しての

研究もなされており、経済産業省ないし政府全体にも貢献している。 
・（「イノベーションエコシステムの生成プロセスに関する研究」プロジェクトについて）イノ

ベーション・エコシステムの現状を把握することは必要な国際連携の支援を効果的に実行で

きる政策立案の分析・検討に有益であると考えており本研究はその一助になり得ると考え

る。 
・（「『デザイン』の組織経営への影響に関する量的検証」プロジェクトについて）定量的な評価

が難しいとされるデザインについて、その貢献度を数値化し、客観的にデザイン組織のパフ

ォーマンスを図ろうとする意欲的な取組である。 
産業フロンティア 
・（「人口減少社会における経済成長・景気変動」プロジェクトについて）人口減少が経済に与

える影響を様々な理論から分析したものであり、今後の政策立案に参考になるものが多い。 
・（「COVID-19 禍のもとのマクロ経済：その実証的分析と復興への道程」プロジェクトについ

て）移民の受け入れ態度について、世界全体を対象として分析を行った研究成果によれば、

地域によって移民の受け入れに際しての懸念点が異なっており、移民の受け入れ促進に向け

ては、一律ではなく各地域の実情に即した政策が重要であることが政策インプリケーション

として導かれている。こうした点は、政策担当者の基本的な認識の形成に有用となり、政策

に貢献し得る。 
・（「ビッグデータを活用した新指標開発と経済分析：サービス産業を中心に」プロジェクトに

ついて）政策を立案・検討する際に、生産データ（所管企業、供給サイド）に目が行きがち

なので、販売データ（需要サイド）がスピーディーに利用できるようになるのは大変素晴ら

しい。 
産業・企業生産性向上 
・（「企業成長のエンジン：因果推論による検討」プロジェクトについて）早期退職がイノベー

ションに与える影響や海外投資とマークアップ率との関係など具体的な課題設定が多く、そ

こから得られる数々の示唆は個別の産業政策の検討に役立つもの。 
・（「コロナ危機後の資本蓄積と生産性向上」プロジェクトについて）デジタル化等の進展によ

り付加価値創造の源泉が無形資産に移ってきており、これをいかに捉えて促進していくかが

重要とされている中で、無形資産投資が及ぼす効果等の分析は、今後の政策検討の貴重な材

料になる。 
人的資本 
・（「働き方改革と健康経営に関する研究」プロジェクトについて）労働経済学・産業保健心理

学・医学・疫学等の領域にまたがる研究体制を敷いており、健康経営の実践の効果として、

従業員の健康状態の改善に加え、企業業績の向上等にもつながることを示した。研究結果

は、健康経営を実践することが、従業員の健康や企業経営にプラスの効果をもたらすことを

示すものであり、政策の意義を説明する有用な成果である。 
融合領域 
・（「企業統治分析のフロンティア」プロジェクトについて）社外取締役のアンケート調査や企

業行動・業績への影響、企業統治と長期投資・リスクテイクに関する実証分析、機関設計の
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選択に関する経路依存性の研究等について、今後のコーポレートガバナンス・システムのあ

り方を議論する上でも大きく役立った。またコーポレートガバナンスに関連した各種分析

は、政府全体として推進しているコーポレートガバナンス改革を形式から実質へと深化をす

る上で、日本企業の実態把握や今後のコーポレートガバナンスに関する政策立案に大いに役

立つと考えられる。 
・（「市場高質化による自己増殖型変化への対応の文理融合研究」プロジェクトについて）経済

産業政策の新機軸など、新たな経済産業政策の方向性を検討するにあたり必要な視座を提供

する重要な研究である。 
・（「新型コロナウイルスの登場後の医療のあり方を探求するための基礎的研究」プロジェクト

について）ヘルスケアサービスの質の向上の取組策（エビデンスレビュープラットフォー

ム）が今年度スタートし、医学会による各疾病予防領域におけるエビデンスの整理を狙った

もので、こうした活動と共鳴する部分がある。 
政策評価 
・（「日本の労働市場に関する実証研究」プロジェクトについて）最低賃金引上げが中小企業に

与える影響や今後の産業人材政策を考える上で重要な研究と考える。 
特定研究 
・（「日本の政策不確実性に関する実証研究」プロジェクトについて）「日本の政策不確実性指

数」は、「第 28 回産業構造審議会総会」（令和 3 年 6 月）の資料において紹介された「世界の

不確実性指数」の推計のための一要素となっており、実際的に政策に貢献している。 
 

（助言等に係る定性的なコメント） 

・経済産業省のEBPMを推進するにあたって、具体的な実施事例として今後の参考になった。（大

臣官房） 

・経済産業省として、国民が必要とする生活関連物資が安定的に供給されるために必要な措置

について、専門家として、生活関連物資の品目選定等の意見が参考になった。（大臣官房） 

・過去 30 年の成長停滞等の要因について学術的な分析の考え方について、産業構造審議会経済

政策新機軸部会の中間整理に反映していく予定。（5月中に公表予定）（経済産業政策局） 

・中小企業白書に RIETIコラムを掲載予定。（経済産業政策局） 

・委託調査報告書の作成等、経済財政諮問会議における経済産業大臣の発言に反映。（貿易経済

協力局） 

・企業に対し公募を促す効果があった。（商務情報政策局） 

・RIETI の助言により迅速にウェビナー及び BBL を手配いただき、多くの方に知っていただくこ

とが出来た。また、BBL へのコメントついては、具体策の検討にあたり活用していく。（商務

情報政策局） 

・RIETI の講演は多くの国会議員等から、大変重要な示唆であるとの高い評価をいただいた。

（通商政策局） 

・日本制度の優位点あるいは劣後している点の把握につながり、所管制度の見直しの検討の一

助になった。（産業技術環境局） 

・分析結果を踏まえた助言は、令和 5年度改正に活かす予定。（産業技術環境局） 

・EBPM の手法でどのような検討が出来るのかに関して、様々なアドバイスをいただき、大変参

考になった。（産業技術環境局） 
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民間のビッグデ

ータを活用する

とともに、独自

の調査結 果を基

に精緻なパネル

デ ー タ を 構 築

し、経済産業省

をはじめとする

各省庁や政策研

究者等 にとって

有益となるデー

タ等の整備を行

う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(g)資料統計業務 

 調査・研究を

支えるため、研

究プロジェクト

に必要な民間の

ビッグデータを

活用するととも

に、独自の調査

結果を基に精緻

なパネルデータ

を構築し、経済

産業省をはじめ

とする 各省庁や

政策実務者等に

とって有益とな

るデータ等の整

備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(e)資料統計業務 

 調査・研究を

支えるため、研

究プロジェクト

に必要な民間の

ビッグデータを 

活用するととも

に、独自の調査

結果を基に精緻

なパネルデータ

を構築し、経済 

産業省をはじめ

とする各省庁や

政策実務者等に

とって有益とな

るデータ等の整 

備を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－研究所が保有

するデータベー

ス の 利 用 状 況

（データベース

アクセス件数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和 3 年度開催の産業構造審議会部会の最終とりまとめにエッセンスを盛り込んだ。（産業技

術環境局） 

・事業の実績報告書作成の参考予定。（中小企業庁） 

・毎年行っている利用状況調査アンケート項目について、助言を反映し修正した。アンケート

結果は令和 6年度の資料作成に利用予定。（中小企業庁） 

・2022 年版中小企業白書に RIETI コラム 2 本を掲載し、多種多様なデータ理論で補強し、全体

のストーリーの再構築とともに、深みのあるパートに仕上げていただいた。（中小企業庁） 

・データ蓄積に関する海外調査や民間データの利活用に関する検討会を実施する上で参考にな

った。（中小企業庁） 

・RIETIの助言が、検討中のデータ基盤の構築の参考となった。（中小企業庁） 

・経済性を踏まえた新しい基準の設定方法、膨大な POS データの重回帰分析の手法、当該分析

の評価、当該分析結果の利用方法、参考となるデータ等について的確な意見や助言が新しい

基準案を策定することができ、関係業界の調整及び審議会での議論につながった。これらの

結果、令和 4年 2月に審議会報告書を公表することが出来た。（資源エネルギー庁） 

 

〇データベースのユーザーによる利用状況 

RIETIウェブサイトアクセスログ件数  

 令和 2年度 令和 3年度 

①JIP データベース 40,874 41,930 

②R-JIPデータベース 8,599 10,930 

③CIP データベース 8,833 15,629 

④日本の政策不確実性指数 35,548 53,051 

⑤AMU 42,822 101,678 

⑥世界 25カ国の産業別実効為替レート 46,537 119,559 

⑦JSTAR 39,124 60,897 

⑧RIETI-TID 27,855 62,920 

 

○データベースの構築と活用に向けた取り組み 

政策形成の基本データとなる統計データの開発やアンケート調査結果等についても、「RIETI

データベース」としてウェブ上で最新版を一般に公開し、外部研究機関等からの利用を可能

にしている。 

 

○RIETIデータベースの概要 

・JIPデータベース 

日本の経済成長と産業構造変化を分析するための基礎資料として日本産業生産性データベー

ス（Japan Industrial Productivity Database）を提供している。大規模データセットである

JIP データベースは、RIETI の様々な研究プロジェクトで活用するほか、「通商白書 2021」、

「統合イノベーション戦略 2021」等で引用されている。現在、JIP データベース 2021 年版の

提供をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○RIETI におけるデータベー

スの構築、更新は、質の高

い研究成果を効果的に上げ

ていくために不可欠な研究

インフラであり、研究活動

の一環として RIETI の研究

を支えている。特に代表的

な貢献、意義については以

下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇JIP データベースは「通商

白書 2021」、「統合イノベー

ション戦略 2021」を始め多

くの資料等で引用され、重

要なデータベースとして高

く評価されている。R-JIP

データベースも国土交通省

「国土審議会：国土の長期
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・R-JIPデータベース 

日本の地域間生産性格差や産業構造を分析するための基礎資料として都道府県別産業生産性

データベース（Regional-Level Japan Industrial Productivity Database、略称 R-JIP）を

提供している。令和 3年度は、R-JIPデータベース 2021を公表した。 

 

・CIPデータベース 

中国の経済成長と産業構造変化を分析するための基礎資料として中国産業生産性データベー

ス（China Industrial Productivity Database）2015年版を提供している。 

 

・日本の政策不確実性指数 

平成 29 年 6 月より、｢日本の政策不確実性指数｣(昭和 62 年 1 月から平成 27 年 12 月までの平

均値=100)として、全経済政策及び個別政策(財政政策、金融政策、為替政策、通商政策)の指

数を提供している。従来の株式市場などで用いられていた VIX指数で捉えられない社会事情に

ついての指標を表すものであり、政策の不確実性と経済との関係性を分析した結果、政策の

不確実性の高まりは経済活動の低下を予兆することが明らかになっている。 

 世界の政策不確実性指数は、第 28回産業構造審議会総会（令和 3年 6月 4日開催）での資料 

2 経済産業政策の新機軸の中で取り上げられ、世界で政策不確実性が高まっている状況を示

し、経済産業政策の新機軸の必要性の議論を支えることとなった。 

 

・AMU and AMU Deviation Indicators アジア通貨単位(AMU)と東アジア通貨の AMU乖離指標 

新たなサーベイランス基準としてのアジア通貨単位（AMU）と、各通貨の AMU からの乖離指標

の測定結果を月次と日次データの両方で提供している。 

 

・世界 25カ国の産業別名目・実質実効為替レート 

平成 30 年 2 月より、日本、中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、タイ、インドネ

シア、フィリピン、米国、カナダ、ドイツ、フランス、英国、イタリア、スペイン、ギリシ

ャ、オーストラリアの 18 カ国にベルギー、スイス、オランダ、ノルウェー、スウェーデン、

ロシア、ニュージーランドの 7 カ国を加え、世界 25 カ国の為替レートの変化が、各産業の対

外競争力に与える影響の分析に資するための産業別実効為替レート（名目と実質）を月次と

日次データの両方で提供している。令和 3 年度は、内閣府「世界経済の潮流」（2021 年Ⅱ）等

にて引用されている。 

 

・JSTAR（くらしと健康の調査） 

高齢者対象のパネルデータ調査である JSTAR（くらしと健康の調査）データの国内外への提供

している。 

 

・RIETI-TID 

東アジアの製造業の活動を貿易データから把握する観点から、同域内で取引が活発な産業に

焦点を絞りつつ、産業毎（13分類）の生産工程別（5工程）に 1年間の貿易額を整理した結果

を提供している。 

 

展望専門委員会『国土の長

期展望』最終とりまとめ」

資料で活用されている。 

 

 

 

 

 

 

○日本の政策不確実性指数

は、新型コロナウイルス感

染症の世界的拡大などの影

響により財政、金融、公衆

衛生政策をめぐって不確実

性が高まっていた中、ロシ

アのウクライナ侵攻が起

き、安全保障面での不確実

性が加わって上昇、指数の

動きに一段と注目が集まっ

ている。経済産業政策の新

機軸の検討への貢献につい

ては先述のとおり。 
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研究ネットワー

クの継続的な拡

大とともに、新

しい研究分野の

人材発掘や若手

研究者の積極的

登用・育成、海

外からの客員研

究員等による新

陳代謝を図るこ

とで研究体制を

強化する。 

さらに、グロ

ーバルな視点や

より現実の社会

状況を踏まえた

研究成果を創出

し、政策提言に

つなげるべく経

済産業政策への

寄与度をさらに

高 め て い く た

め、客員研究員

等（ヴィジティ

ングフェロー、

ヴィジティング

スカラー）制度

活用による海外

研究者や海外の

大学・ 研究機関

や国際機関との

連携を拡充し、

その知見を取り

入れる。 

 

 

 

 

 

 

 

(h) 研究ネット

ワークの拡大 

調査・研究を

国際的に高い評

価につながる水

準で行うため、

これまでの蓄積

で得られた 研究

ネットワークの

継続的な拡大と

ともに、新しい

研究分野の人材

発掘や若手研究

者 の 積 極 的 登

用・育成、海外

からの客員研究

員等による新陳

代謝を図ること

で研究体制を強

化する。 

さらに、グロ

ーバルな視点や

現実の経済的・

社会的状況を踏

まえた研究成果

を創出して 政策

提言につなげる

べく、客員研究

員等（ヴィジテ

ィ ン グ フ ェ ロ

ー、ヴィジティ

ングスカラー）

制度活用による

海外研究者や海

外の大学・研究

機関や国際機関

との連携を拡充

し、 その知見を

 

 

 

(f) 研究ネット

ワークの充実等 

 国際的に評価

される調査・研

究を行うため、

これまでの蓄積

で得られた研究 

ネットワークの

継続的な拡大と

ともに、新しい

研究分野の人材

発掘や若手研究

者 の 積 極 的 登

用・育成、海外

からの客員研究

員等による新陳

代謝を図ること

で研究体制を強

化する。 

さらに、グロ

ーバルな視点や

現実の経済的・

社会的状況を踏

まえた研究成果 

を創出して政策

提言につなげる

べく、客員研究

員等（ヴィジテ

ィ ン グ フ ェ ロ 

ー、ヴィジティ

ングスカラー）

の活用による海

外研究者や海外

の大学・研究機 

関や国際機関と

の 連 携 を 拡 充

し、その知見を

取り入れる。 

 

 

 

－他の研究機関

等との連携を強

化したか。 

・RIETIの研究プロジェクトにおいて実施したアンケート調査結果の提供 

アンケート調査の結果を外部申請者へ円滑に提供すべく、データの整備等を実施している。 

 

○研究ネットワークの拡大 

・研究プロジェクトに経済産業省のみならず内閣府、財務省、文部科学省、農林水産省、環境

省等や弁護士、民間企業（コンピューター、ヘルスケア等）、シンクタンク、監査法人、法律

事務所等、加えて海外有識者（大学、国際機関等）の幅広い分野の専門家が、メンバー、オ

ブザーバー等として参画し、政策への寄与度の高い研究を行い、また研究成果として DP、PDP

を公表した。 

・平成 30 年度から、東北大学との間で共同研究や人材交流、設備の利用を通じた研究交流の推

進を目的とした協定書を締結している。少子高齢化などの社会課題解決型の研究、エビデン

スに基づく政策提言等に寄与する研究で相互に連携を深める。公共政策大学院における「経

済産業政策特論 I」講義（8 名の RIETI 研究者による経済産業政策の最近の研究成果や経済産

業省政策担当者による政策動向（白書解説（通商白書、中小企業白書））等の研究交流に取り

組んだ。令和 3 年 11 月に東北大学-RIETI 共催オンラインシンポジウム「コロナが変えた社

会」を開催。小西葉子 SF、中田大悟 SF が講演するとともに、パネルディスカッションで議論

した。 

・「新型コロナウイルスの登場後の医療のあり方を探求するための基礎的研究」プロジェクト

（関沢洋一 SF）において、共同研究（研究題目：「慢性緊張型頭痛を有する勤労者に対するイ

ンターネット認知行動療法の有効性を検討するランダム化比較試験」）を千葉大学大学院医学

研究院との間で締結した。認知行動療法に基づくインターネット上の生活指導プログラムの

効果検証を通じて、生活の質の向上や医療費の適正化を目指した研究を進めている。 

・電気通信大学産学官連携センターと共催で「文理融合による未来社会の創造とセキュリティ

対策」と題してオンラインセミナーを開催した。 

・一般財団法人機械振興協会 経済研究所オンラインセミナー「社会課題（国連 SDGs）の解決：

AI×ESG」を共催した。 

 

〇海外研究者や海外の大学・研究機関、国際機関との連携拡充 

・Willem Thorbecke SFが日仏財団フェローシップにより、半年間パリにて在外研究を行った。

研究成果の一部として、COVID-19 ニュースのフランス金融市場への影響や貿易戦争、新型コ

ロナウイルス、戦略的対立の時代における半導体産業ついての分析結果を公表した。分析に

あたり、欧州中央銀行、フランス中央銀行の研究者とも意見交換を行った。 

・多くの研究プロジェクトにおいて、海外の大学、研究機関に所属する研究者がメンバー、プ

ロジェクト協力者として研究に参画した。オンライン会議の利便性を活かし、研究会へ参加

し国内メンバーとの活発なディスカッションを行った。グローバルな視点からの研究成果も

公表された。 

・北尾早霧 SF が日本における学術的成果の国際的な発信となる主要カンファレンスの一つであ

る NBER Japan Project Meetingで、健康・医療費リスクと健康保険制度に関しての研究成果

を発表した。 

 

〇各研究プロジェクトにおいて、研究の質を高め、政策ニーズに応えることを目的として、国

 

 

 

○研究ネットワークの拡大、 

海外研究者や海外の大学・

研究機関、国際機関との連

携拡充についても、RIETI

の研究の質の向上、多面的

な視点の包含、政策形成と

のつながり等の意味におい

て非常に重要であるが、こ

れについても公式、非公式

にわたり、また国内外にわ

たって深化を図った。詳細

は業務実績に記載のとお

り。 
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４．その他参考情報 

なし。 

 取り入れる。 内外の著名な研究者を交えて議論を深めるワークショップ、セミナー等を開催。（2回） 

 

年月 会合名 プロジェクト名 

令和 3年 7月 イノベーションセミナー イノベーションプログラム 

令和４年１月 RIETI-IWEP-CESSA Joint-Workshop 

(Online)Exchange Rate, Currency and 

Trade 

為替レートと国際通貨 

 

・イノベーションプログラムにおいて、外部講師による講演「部分的株式所有の理論分析と含

意」のセミナーを開催した。複数のプロジェクトのプロジェクトメンバーや産業技術環境局

研究開発課等の参加もあり、学術的・政策的な意見交換を行った。 

・「為替レートと国際通貨」プロジェクトにおいて、RIETI が事務局となり、オンラインで実施

した。RIETI、CASS/IWEP（中国社会科学院 世界経済・政治研究所）、CESSA(横浜国立大学ア

ジア経済社会研究センター)との共催である当該ワークショップも 10 回目の実施となり、継

続したネットワークで日中双方の研究者で有益な意見交換を行った。日本側からは、中堅・

中小企業による貿易取引通貨選択の決定要因、FDI が技術移転に与える影響、地域貿易協定が

技術の伝播に与える影響等に関わる研究成果、中国側からは、人民元の国際化、FRB の量的緩

和政策のスピルオーバー効果、対米外国投資委員会の監視が米国経済に与えた影響等に関す

る研究成果が発表された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 
成果普及・国際化業務 

業務に関連する政策・

施策 

経済産業政策 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人経済産業研究所法 第 12条第二号、第三号、第四号 

当該項目の重要度、困

難度 

重要度：「高」（経済産業政策について、理論的・実証的な裏付けを

持った政策提言や研究成果の普及を行うことは、極めて重要なこと

であるため。）  

困難度：「高」（理論的・実証的な裏付けを持った政策提言や研究成

果の普及を行うことは、チャレンジングな目標であるため。） 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

                          

２．主要な経年データ 

 

本 

 

指 

 

標 

 

① 主要なアウトプット（アウトカム）情報 

指標 達成目標 （参考）前中期目標 

期間平均値等 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

公開シンポジウム・セミナー等の集客数【基幹目標】 20,000人以上（4年度） 

5,000人以上（単年度） 
 5,411人 10,362   

外国人招聘者によるセミナー件数 84件以上（4年度） 

21件以上（単年度） 
 27件 28件   

参 

考 

指 

標 

文理融合及び EBPM に関連するセミナー数   10件 12件   

セミナー参加者のうち政策担当者数（基幹目標の内数）  － 1,224人 999人   

政策立案能力強化に貢献するための、経済産業省等の政策担当者を対

象とする経済学専門ナレッジ研修の実施件数 

  
8件 10件   

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（再掲）                                                             

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

予算額（千円） 223,994 230,303   

決算額（千円） 206,798 228,114   

経常費用（千円） 210,845 232,421   

経常利益（千円） 17,288 4,039   

行政コスト（千円） 210,845 232,421   

従事人員数（人） 22 19   

※予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

３．国民に対し

て提供するサー

ビスその他業務

の質の向上に関

する事項 

（中略） 

 

 

（ ２ ） 成 果 普

及・国際化業務 

①業務内容  

（中略） 

 

成果普及につ

いては、研究所

の発信力を強化

する観点から、

シンポジウムや

セ ミ ナ ー 、 BBL 

セミナー等を開

催 す る と と も

に、ターゲット

に合わせた効果

的な広報活動と

して政策 実務者

向け及び国内外

へのタイムリー

な情報発信機能

（動画配信、メ

デ ィ ア 、 SNS 

等 ） を 充 実 す

る。  

 

 

 

 

 

１．国民に対し

て提供するサー

ビスその他の業

務の質の向上に

関する目標を達

成するためにと

るべき措置 

 

（ ２ ） 成 果 普

及・国際化業務 

(a) 成果普及業

務 

 

 研究成果の普

及を積極的に広

く一般に対して

実施を図る。 

研究所の発信

力を強化する観

点から、シンポ

ジウムやセミナ

ー、BBL セミナ

ー等を開催 する

とともに、ター

ゲットに合わせ

た効果的な広報

活動として政策

実務者向け及び

国内外 へのタイ

ムリーな情報発

信機能を充実さ

せる。 

そのために、

以下のような取

組を進める。  

・第５期で重点

的に行う分野間

１．サービスその

他業務の質の向上

に関する目標達成

のためにとるべき

措置 

 

 

 

（２）成果普及・

国際化業務 

（中略） 

 

 

(a) 積極的な研

究 成 果 等 の 発

信、広報活動 

研究所の発信

力を強化する観

点から、第５期

で重点的に行う

分野間の垣根に 

またがる研究や 

EBPM 研究につい

てシンポジウム

やセミナー、BBL 

セミナーを開催

するとともに、

ターゲットに合

わせた効果的な

広報活動として

政策実務者向け

及び国内外への

タイムリーな情

報発信機能を充

実させる。 

ウェブサイト

での情報発信に

－公開シンポジ

ウム・セミナー

等 の 集 客 数 を 

5,000 人以上 

 

－外国人招聘者

によるセミナー

件数を、21 件以

上 

 

－セミナー参加

者のうち政策担

当者数（定量的

指数の内数） 

 

－文理融合およ

び EBPM に関連す

るセミナー数 

 

－政策立案能力

強化に貢献する

ための、経済産

業省等の政策担

当者を対象とす 

る経済学専門ナ

レッジ研修の実

施件数 

 

 

○公開シンポジウム・セミナー等の集客数 

令和 2年度 令和 3年度 

5,411人 10,362人 

令和 3年度目標値：5,000件以上 

 

〇外国人招聘者によるセミナー件数 

令和 2年度 令和 3年度 

27件 28件 

令和 3年度目標値：21件以上 

 

〇セミナー参加者のうち政策担当者数（定量的指数の内数） 

令和 2年度 令和 3年度 

1,224人 999人 

（システム上把握可能な範囲でのカウントによるため、実際にはこれを上回る。） 

 

○文理融合および EBPMに関連するセミナー数 

令和 2年度 令和 3年度 

10件 12件 

 

○政策立案能力強化に貢献するための、経済産業省等の政策担当者を対象とする経済学専門ナ

レッジ研修の実施件数 

令和 2年度 令和 3年度 

8件 10件 

 

〇主なシンポジウム・セミナー 

 

公開シンポジウム・セミナー 

開催日 イベント名 外国人 

招聘者 

令和 3年 4月 7日 RIETI公開 BBLウェビナー 

モンゴル国前国家開発庁長官が語る「長期ビジョン 2050と日本

への期待」 

○ 

令和 3年 4月 14日 RIETI公開 BBLウェビナー 

循環型社会構築に向けて － オープンイノベーションによる高

度インテグレーションの形成 

 

令和 3年 4月 15日 RIETI公開 BBLウェビナー  

＜評価と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

根拠 

 

令和 3 年度は、定量指標

（本指標）等について目標を

大きく上回る実績を上げるだ

けでなく（業務実績に記載の

令和３年度実績参照）、第 5

期中期目標の柱である文理融

合・EBPM に関する研究成果

の普及に注力し、大きな成果

を挙げたため。具体的には、

健康経営政策を推進する経済

産業省と共催した健康経営シ

ンポジウム（10 月 21 日開

催）では過去最高の 1,100 人

の集客を達成し、EBPM シン

ポジウムや RIETI 広報誌「ハ

イライト」に EBPM に関する

特集や様々な関連コンテンツ

を繰り返し掲載することを通

じて普及した EBPM 研究の成

果は、「経済産業政策の新機

軸」に反映されている。 

 基幹目標である「公開シン

ポジウム・セミナー等の集客

数」については目標を大幅に

上回る実績であり、「外国人

招聘者によるセミナー件数」

目標を大きく上回る実績とな

った。 

 また、セミナー等の動画

188件を RIETIYouTubeチャン

ネル（rietichannel）に掲載

するなど SNS を通じた広報強
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の垣根にまたが

る研究や EBPM 研

究についてのシ

ンポジウムやセ

ミナー、BBL セミ

ナ ー を 開 催 す

る。  

・ウェブサイト

については、従

来の研究論文や

イベント結果の

掲載に加え、タ

イムリーな政策

提言に関するコ

ラムや特別企画

等の更なる内容

の充実を図る。

また、ターゲッ

トに合わせた効

果的な情報発信

として、政策実

務者向け及び国

内外へ情報発信

機 能 （ 動 画 配

信、メディア、

SNS 等）を充実さ

せ、利用者の裾

野拡大に努める

とともに、利用

度 の 向 上 を 図

る。  

・研究所で構築

したデータベー

スについては、

実証研究の基礎

的インフラとし

て、広く利 活用

できる場を提供

する。 

 

 

ついては、従来

の研究論文やイ

ベント結果の掲 

載に加え、タイ

ムリーな政策提

言に関するコラ

ムや特別企画等

の内容の充実を 

図る。また、タ

ーゲットに合わ

せた効果的な情

報発信として、

政策実務者向け 

及び国内外へ情

報発信機能（動

画配信、メディ

ア 掲 載 、 SNS 

等 ） を 充 実 さ

せ、利用者の裾

野拡大に努める

とともに、利用

度 の 向 上 を 図

る。  

研究所で構築

したデータベー

スを実証研究の

基礎的インフラ

として、広く利 

活用できるよう

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私が破門した官僚たち 

令和 3年 4月 20日 RIETI公開 BBLウェビナー 

Revitalising Multilateralism: Pragmatic Ideas for the New 

WTO Director-General 

○ 

令和 3年 4月 28日 RIETI-ECGI-WBF連続ウェビナー 

新しい企業の概念の下での善管注意義務 
○ 

令和 3年 5月 12日 RIETI公開 BBLウェビナー 

首都直下型地震に備える － 地震動予測技術の驚くべき経済効

果とは 

 

令和 3年 5月 13日 RIETI公開 BBLウェビナー 

コロナショックと日本経済－1年間の評価と今後の展開－ 
 

令和 3年 5月 20日 RIETI-ECGI-WBF連続ウェビナー 

新しい企業の所有構造：アクティビスト・ファンドの役割 
○ 

令和 3年 5月 24日 RIETI公開 BBLウェビナー 

バイデン政権経済戦略の地政学 
 

令和 3年 5月 25日 ISEAS-RIETI共催ウェビナー 

東南アジアにおける SDGsとビジネス貢献 
○ 

令和 3年 5月 26日 RIETI公開 BBLウェビナー 

世界・アジア太平洋地域経済見通し－広がる復興の差、回復を

進める 

 

令和 3年 5月 27日 日 ASEANビジネスウィーク特別 BBLウェビナー 

東南アジアを取り巻く国際政治経済情勢－米中との繋がりから

考える 

 

令和 3年 6月 1日 RIETI公開 BBLウェビナー 

2021 年版中小企業白書・小規模企業白書：危機を乗り越え、再

び確かな成長軌道へ 

 

令和 3年 6月 2日 RIETI公開 BBLウェビナー 

習近平政権と科学技術：「中国の夢」が作り変える国際秩序 

 

令和 3年 6月 11日 RIETI 共催・電気通信大学産学官連携センター第 123 回研究開

発セミナー 

文理融合による未来社会の創造とセキュリティ対策 

 

令和 3年 6月 15日 RIETI公開 BBLウェビナー 

競争政策の経済学 人口減少・デジタル化・産業政策 

 

令和 3年 6月 18日 RIETI-ECGI-WBF連続ウェビナー 

機関投資家の役割 
○ 

令和 3年 6月 22日 RIETI公開 BBLウェビナー 

2021 年版ものづくり白書：製造業のニューノーマル / レジリ

エンス・グリーン・デジタル 

 

令和 3年 6月 24日 RIETI・日欧産業協力センタージョイント・ウェビナー 

カーボン・ニュートラルに向けて － 日・EU 産業界・制度論の
○ 

化に努めた。動画の再生回数

は約 18 万回（令和 2 年度は

約 16 万回：令和元年度末ま

では累計 7 万回）、チャンネ

ル登録者数も令和 2 年度末の

2,163 人から令和 3 年度末の

4,019人と倍増した。 

さらに、オックスフォード

大学、早稲田大学ファイナン

ス研究センター、ISEAS、三

菱 UFJ リサーチ＆コンサルテ

ィング、ERIA、パスツール研

究所、機械振興協会経済研究

所、KIET、TIER、中国社会科

学院日本研究所、日本総合研

究所、CEPR、ANU 等国内外の

研究機関との連携も強化し

た。 

 

(主な評価指標に係る自己評

価の詳細は以下のとおり。） 

 

○今年度は中期目標期間中に 

4年間の合計で 20,000人以

上確保する目標に対して 1

年間で 10,362 人の実績と

なり、前年度(5,411 人)の

ほぼ 2 倍の集客を達成し

た。特に反響が大きかった

のは早稲田大学黒田祥子 FF

らの RIETI 政策シンポジウ

ム「働き方改革と健康経

営」（申込み 1,226 人、リ

ア ル タ イ ム 参 加 1,100

人）、RIETI-日本エネルギ

ー経済研究所-日欧産業協

力センタージョイント・ウ

ェビナー「ネットゼロに向

けたカーボンプライシング

/市場メカニズムの活用」

（申込み 1,256 人、リアル
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挑戦 

令和 3年 7月 1日 RIETI-ERIA 共催 BBLウェビナー 

東アジアの DXはグローバル・バリューチェーンをどう変えるの

か 

○ 

令和 3年 7月 3日 パスツール財団・パスツール研究所・日仏会館・RIETI・京都

大学共催セミナー 

社会生命科学の学際的考察：新型コロナウイルス感染症ワクチ

ン接種の課題 

○ 

令和 3年 7月 8日 RIETI公開 BBLウェビナー 

ブロックチェーンの今：デジタル所有権およびデータ管理の最

新事例 

○ 

令和 3年 7月 12日 Fondation France Japon - RIETI - Banque de France Joint 

Workshop 

How COVID-19 Impacts Supply Chains and the Economy: 

Evidence from Europe and Asia 

○ 

令和 3年 7月 15日 RIETI公開 BBLウェビナー 

エネルギー白書 2021について 
 

令和 3年 7月 21日 RIETI-ECGI-WBF連続ウェビナー 

企業の目的、そして企業の目的をどのように実現するか 
○ 

令和 3年 9月 1日 RIETI公開 BBLウェビナー 

デジタル化する新興国 － 共創パートナーとしての日本の可能

性 

 

令和 3年 9月 6日 RIETI公開 BBLウェビナー 

Economic Security Policy as Growth Strategy and Recent 

Developments in Trade Rules 

 

令和 3年 9月 8日 RIETI公開 BBLウェビナー 

フードテック－世界に勝てる食文化ベンチャー育成－ 
 

令和 3年 9月 9日 RIETI公開 BBLウェビナー 

米中関係と日本、台湾 
 

令和 3年 9月 10日 RIETI公開 BBLウェビナー 

DXの思考法 
 

令和 3年 9月 16日 RIETI公開 BBLウェビナー 

進化思考とイノベーション戦略 
 

令和 3年 9月 27日 RIETI 共催・一般財団法人機械振興協会 経済研究所オンライン

セミナー 

社会課題（国連 SDGs）の解決：AI×ESG 

 

令和 3年 10月 7日 ISEAS-RIETI共催ウェビナー 

Climate Action by Japan and Implications for Southeast 

Asia 

○ 

令和 3年 10月 15日 RIETI公開 BBLウェビナー ○ 

タイム参加 834 人）など

で、リアルカンファレンス

であればホールに収容し切

れないほどの過去最高の集

客となった。これは、経済

産業省の政策担当部局や共

催団体と連携し、企画に関

して綿密に調整しつつ、関

係者に広く周知をしてタイ

ムリーなウェビナーを開催

したことによる。また、す

べてのイベントで参加者ア

ンケートの評価で 5 段階評

価の 4 以上（平均 4.4）と

高い評価を得るなど、イベ

ント内容がタイムリーで参

加者に有用であったことも

集客数増加に寄与した。シ

ンポジウム・セミナー1 回

あたりの平均参加者数も 2

倍（令和 2 年度 106 人→令

和 3 年度 203 人）となっ

た。 

 

○外国人招聘者によるセミナ 

ーについては、これまで外

国人要人の日本への公式訪

問に伴い開催していたが、

コロナ禍により要人往来に

伴うセミナー開催は難しか

ったが、オンラインによる

セミナー開催（海外の研究

機関との共催イベントを企

画するなど）により、目標

を大きく上回ることができ

た。 

 

○セミナー参加者のうち政策 

担当者数は、昨年度よりや

や減少したが、システム上

把握可能な範囲でカウント
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Business Reinvention of Japan and DX: Challenges and 

opportunities 

令和 3年 10月 19日 RIETI公開 BBLウェビナー 

Autocratization Turning Viral in Pandemic Times 
○ 

令和 3年 10月 21日 RIETI政策シンポジウム 

働き方改革と健康経営 

 

令和 3年 10月 29日 RIETI公開 BBLウェビナー 

変化・進化し続ける SMBCグループのデジタル戦略 

 

令和 3年 11月 10日 東北大学-RIETI共催シンポジウム 

コロナが変えた社会 

 

令和 3年 11月 19日 RIETI公開 BBLウェビナー 

デザインと知財：デザイン経営宣言のその後 

 

令和 3年 12月 1日 RIETI公開 BBLウェビナー 

IMF 世界・アジア太平洋地域経済見通し：パンデミック下の回

復－健康上の懸念、供給混乱、物価圧力 

 

令和 3年 12月 3日 RIETI公開 BBLウェビナー 

国交正常化 50周年を迎える中国と日本は、何を以て引き続き世

界に貢献していくのか？ 

○ 

令和 3年 12月 9日 RIETI公開 BBLウェビナー 

労働生産性と実質賃金の長期停滞：JIP データベース 2021 およ

び事業所・企業データによる分析 

 

令和 3年 12月 23日 RIETI EBPMシンポジウム 

新型コロナ対策から EBPMを考える 
 

令和 4年 1月 12日 RIETI公開 BBLウェビナー 

Biden's First Year: the International and Domestic 

Implications for 2022 

○ 

令和 4年 1月 20日 RIETI公開 BBLウェビナー 

日本文化を守る外国人起業家：その魅力に迫る 
○ 

令和 4年 1月 27日 RIETI-日本エネルギー経済研究所-日欧産業協力センタージョ

イント・ウェビナー 

ネットゼロに向けたカーボンプライシング/市場メカニズムの

活用 

○ 

令和 4年 2月 2日 RIETI公開 BBLウェビナー 

スマートシティ推進による新たな地方創生戦略－デジタル田園

都市国家構想が目指す未来－ 

 

令和 4年 2月 8日 RIETI-ANUシンポジウム 

大国間の戦略的競争時代の多国間主義の展望：CPTPPを超えて 
○ 

令和 4年 2月 16日 RIETI公開 BBLウェビナー 

2030 半導体の地政学 戦略物資を支配するのは誰か？ 

 

令和 4年 2月 25日 RIETI公開 BBLウェビナー  

していることが影響してい

る。具体的には、これまで

政策担当者の参加の多かっ

た白書セミナーシリーズ

を、政策担当者数に含まれ

ない動画収録・配信に切り

替えたため。 

 

○文理融合および EBPMに関 

連するセミナー数、経済学

専門ナレッジ研修の実施件

数については、予定どおり

令和 2 年度の件数を上回る

ことができた。 

 

○広報活動についても令和 2 

年度に開始したメディアの

関係者との勉強会「メディ

ア勉強会」を継続し、有力

講師による時宜に適ったイ

シューについての講演を開

催。報道各社の論説委員や

解説委員など幹部が多数参

加し、川口大司 PD と森川

正之所長と佐藤主光 FF（令

和 2 年 11 月 6 日開催）が

登壇した勉強会での講演内

容は、日本経済新聞・日経

電子版等の記事に引用され

た（川口大司 PD: 令和 3年

6月 23日付電子版、佐藤主

光 FF：令和 3 年 6 月 23 日

付日経アジア、森川正之所

長：令和 3 年 7 月 16 日付

朝刊・電子版）。その他日

経ビジネス誌とのコラボレ

ーション連載を開始する

他、新聞、雑誌等で RIETI

に関する記事が 131 本掲載

された。 
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SREホールディングスの DX展開とバーティカル SaaSの創出 

令和 4年 3月 2日 RIETI公開 BBLウェビナー 

リスクマネジメントと DX 

 

令和 4年 3月 4日 RIETI公開 BBLウェビナー 

DXの思考法と教育の未来 

 

令和 4年 3月 11日 RIETI公開 BBLウェビナー 

APEC: Driving Asia-Pacific's inclusive and sustainable 

growth 

○ 

令和 4年 3月 15日 RIETI - JRI 共催ウェビナー 

エネルギー需要起点（デマンド・ドリブン）の脱炭素経済 
 

令和 4年 3月 23日 RIETI-CEPRシンポジウム 

新しい資本主義を探る 
○ 

 

○ウェブサイトの充実 

DP やノンテクニカルサマリー（NTS）、コラム、動画、イベント情報等をウェブサイトの内容

を充実させることにより、年間のアクセス数は令和元年度の 3,439,899 回（1 日平均約 9,400

回）から、令和 2年度 4,785,669回（同 13,100回）、令和 3年度の 6,225,396回と（同 17,000

回）と 2 年間でほぼ倍増しており（前年度比 3 割増）、RIETI ウェブサイトが多くの人々に支

持されていることが窺われる。経済産業省以外の省庁の局長からも自らの担当分野の DP を熟

読しているというコメントが寄せられている。 

動画コンテンツの充実に力を入れ、研究員や各界の有識者、日本が取り組むべき問題につい

ての対談、経済・政治・社会問題等のホットトピックスに関する有識者や研究員へのインタ

ビューなどを動画で紹介し、RIETI の YouTube チャンネルである「rietichannnel」に掲載し

た。令和 3 年度末には、令和 2 年度末（2,163 人）の約 2 倍に相当する 4,019 人のチャンネル

登録数となった。また、研究員の研究についてインタビューする英語動画コンテンツ「Meet 

Our Fellows」も開始した。さらに、英文ニュースレター“RIETI Report”を月 1 回から月 2

回に増やすとともに、Twitter は日英とも記事配信数を 2 割増加させた。英語版 Twitter フォ

ロワー数は、令和 3年度一年間で 250人増加した（例年は＋100人程度）。 

 

以下、rietichannnel主な動画コンテンツを抜粋する。 

 

・「フィジカルインターネット・ロードマップについて」（令和 4 年 3 月 25 日公開）（中野剛志

（経済産業省商務・サービスグループ物流企画室長）） 

・「2021 年版中小企業白書・小規模企業白書：危機を乗り越え、再び確かな成長軌道へ」（令和

3年 6月 2日公開）（関口訓央 FF（中小企業庁事業環境部調査室長）） 

・「DX の思考法」（令和 3 年 9 月 17 日公開）（西山圭太（東京大学未来ビジョン研究センター客

員教授/元経済産業省商務情報政策局長）/池田陽子 CF（内閣官房デジタル市場競争本部事務

局参事官補佐）） 

・「米中関係と日本、台湾」（令和 3 年 9 月 15 日公開）（兼原信克（同志社大学特別客員教授/元

内閣官房副長官補・国家安全保障局次長）） 

○また、動画コンテンツの充

実、特に海外向けコンテン

ツに力を入れ、研究員の研

究についてインタビューす

る英語動画コンテンツ

「Meet Our Fellows」を開

始。英文ニュースレター

“RIETI Report”を月 1回

から月 2 回に増やすととも

に、Twitter は日英とも記

事配信数を 2 割増加させ

た。英語版 Twitter フォロ

ワー数は、令和 3 年度一年

間で 250人増加した。 
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・「最低賃金の引上げは雇用を奪うのか－望ましい最低賃金政策について考える－」（令和 3 年 5

月 19日）（川口大司 PD（東京大学大学院経済学研究科・公共政策大学院教授）） 

 

Meet Our Fellows 

・Willem Thorbecke SF（令和 3年 12月 7日公開） 

・北尾早霧 SF（令和 4年 1月 12日公開） 

・矢野誠理事長（令和 4年 2月 1日公開） 

 

ホットイシューに関し、コラムや Special Reportでタイムリーな配信を積極的に行った。 

以下、主なコラムを抜粋する。 

 

・「人々の新型コロナウイルス終息予想時期と行動」（令和 3年 5月 26日）（小野塚祐紀（小樽商

科大学）/関沢洋一 SF） 

・「新型コロナ・ワクチン接種の個人レベルでの便益・リスクの比較考量」（令和 3 年 7 月 27

日）（吉田泰彦理事） 

・「アストラゼネカのワクチンを接種する人々に謝礼を出してはどうか」（令和 3 年 8 月 23 日）

（関沢洋一 SF） 

・「GoToキャンペーンをどうすべきか？」（令和 3年 8月 24日）（森川正之所長） 

・「新型コロナ対応をめぐるいくつかの提案」（令和 3年 8月 27日）（木村もりよ（医師、パブリ

ックヘルス協議会理事長）/ 関沢洋一 SF） 

・「米国における高インフレ」（令和 4年 1月 25日）（伊藤宏之 VF） 

 

○広報活動 

昨年に引き続き、メディアの関係者との勉強会「メディア勉強会」を開催し、今年度は 8回開

催した。有力講師による時宜に適ったイシューについての講演に報道各社の論説委員や解説

委員など幹部が多数参加し、例えば、川口大司 PDと森川正之所長と佐藤主光 FF（令和 2年 11

月 6日開催）が登壇した勉強会での講演内容は、日本経済新聞・日経電子版等の記事に引用さ

れた（川口大司 PD:令和 3年 6月 23日付電子版、佐藤主光 FF：令和 3年 6月 23日付日経アジ

ア、森川正之所長：令和 3年 7月 16日付朝刊・電子版）。 

 

メディア勉強会一覧 

令和 3年 4月 6日 鶴光太郎 PD（慶應義塾大学大

学院商学研究科教授) 
ジョブ型雇用の誤解を解きほぐす 

令和 3年 5月 18日 川口大司 PD（東京大学大学院

経済学研究科/公共政策大学

院教授) 

最低賃金の引上げは雇用を奪うのか-望

ましい最低賃金政策について考える 

令和 3年 6月 8日 森川正之所長 コロナ危機と生産性・経済成長 

令和 3年 6月 21日 植杉威一郎 FF（一橋大学経済

研究所教授) 

コロナショックと中小企業－企業はど

のように対応しているのか 

令和 3年 7月 12日 竹森俊平 SF（三菱 UFJリサー ワクチンをめぐる諸問題－ワクチン外
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チ&コンサルティング株式会

社理事長) 

交・地政学・パスポートの行方 

令和 3年 8月 31日 藤井大輔 RAｓ（東京大学大学

院経済学研究科特任講師) 

ワクチン接種とオリンピック後の日本

経済 

令和 3年 12月 17日 有馬純 CF（東京大学公共政策

大学院特任教授) 
COP26の結果と評価 

令和 4年 2月 24日 大竹文雄 FF（大阪大学感染症

総合教育研究拠点特任教授) 

経済学は新型コロナとどう闘ってきた

のか、今後どう闘うのか 

 

・マスメディア（新聞、雑誌、テレビ、ラジオ等）への掲載実績 

日本の代表的なビジネス誌である『日経ビジネス』と RIETI の共同企画として、RIETI で進め

る「グローバル・インテリジェンス・プロジェクト（国際秩序の変容と日本の中長期的競争

力に関する研究）」などをベースとしたコラムシリーズ企画「グローバルインテリジェンス」

が令和 3 年 9 月から始まり、森川正之所長（2021 年 10 月 4 日号）を皮切りに、鶴光太郎 PD

（2021 年 10 月 11 日号）、黒田祥子 FF・大湾秀雄 FF（2021 年 10 月 18 日号）、小林庸平 CF

（2021 年 11 月 1 日号）、大橋弘 PD（2021 年 12 月 6 日号）、宇南山卓 FF（2022 年 2 月 14 日

号）らのコラムが掲載された。また、『日経ビジネス』2021 年 8 月 16 日号の巻頭ページに矢

野誠理事長のインタビュー記事が掲載された。さらに、ディスカッション・ペーパー「どう

いう人々が新型コロナウイルスのワクチンを接種したがらないか：インターネット調査にお

ける検証」（21-J-026）の一部が TV の報道番組に引用された（フジテレビ「日曜報道 The 

Prime」（令和 3年 6月 13日放送）ほか多数）ほか、新聞、雑誌等で RIETIに関する記事が 131

本掲載された。 

 

・広報誌の発行 

タイムリーなテーマに焦点を当て、RIETI の最新の活動を紹介する広報誌「RIETI ハイライ

ト」を 5冊発行した。 

 

第 86 号 「シン・アジア『アジアの世紀』と新たな国際経済秩序」（令和 3 年 7 月 20 日発

行） 

第 87 号 「グリーンイノベーション 経済産業政策の新機軸に向けて」（令和 3 年 11 月 17 日

発行） 

第 88号 「経済安全保障戦略 －潮流と課題」（令和 4年 1月 18日発行） 

第 89号 “Japan’s New Capitalism and New Industrial Policy”(英語版 令和 4年 3月

14日発行) 

第 90号 「新しい資本主義を考える」（令和 4年 3月 17日発行） 

 

・研究成果を取りまとめた研究所の出版刊行 

研究成果を取りまとめた研究書の書籍化に向け、関係者間の調整や出版サポートを行い、要

人への献本を通じて研究成果や政策提言の普及に努めた。メディアや官公庁等に書籍を送付

した結果、書評の掲載（週刊エコノミスト 2021年 6月 15日号『コロナショックの経済学』ほ
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また、国際化

については、理

事長及び所長の

リーダーシップ

の下で、大学、

行政機関、産業

界等から幅広い

英知のネットワ

ーク型研究体制

を構築し、中立

的・客観的な立

場から  の理論

的・実証的な政

策 研 究 を 実 施

し、経済産業政

策の立案に寄与

してきた研究所

におい て、海外

研究ネットワー

クは研究所の財

産である。今後

も世代交代や新

陳代謝を図りつ

つ、 海外におけ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 国際化業務 

「独立行政法

人改革等に関す

る 基 本 的 な 方

針」（平成 25 年 

12 月 24 日閣議決

定）において、

「国内外の政策

研究機関との連

携 強 化 を 進 め

る」とされてい

る こ と を 受 け

て、これまで培

ってきた「知の

プラットフォー

ム」としての国

際的な認知度を

活かして研究所

の国際化を強化

し、世界の最先

端の政策研究を

積極的に取り込

むことなどによ

り、経済産業政

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 国際化の推進 

米中対立の深

刻化など経済安

全保障環境の変

化、気候変動、

デジタル、サイ

バーセキュリテ

ィなど国際的共

通 課 題 の 顕 在

化・複雑化の中

で、経済産業省

等と連携して、

「グローバル・

インテリジェン

ス・シリーズ」

の下に、海外の

シンクタンク、

研究機関と連携

し、国際動向の

情 報 収 集 ・ 分

析、研究、政策

提 言 を 強 化 す

る。 

また、国際的

か）が実現した。また、RIETI の研究に関連のある書籍である『競争政策の経済学 人口減

少・デジタル化・産業政策』（大橋弘 PD著）が、第 64回日経・経済図書文化賞を受賞した。 

令和 3年度の研究成果書籍出版実績は以下のとおり。 

 

・阿部武司 編著『通商産業政策史 2 －通商・貿易政策－（中国語版）』（中信出版） 

・宮川努 編著『コロナショックの経済学』（中央経済社） 

・森川正之 著『サービス立国論（中国語版）』（広西師範大学出版社） 

・伊藤隆敏、清水順子、鯉渕賢、佐藤清隆 著『日本企業の為替リスク管理 通貨選択の合理

性・戦略・パズル』（日経 BP日本経済新聞出版） 

・深尾京司 編『サービス産業の生産性と日本経済：JIP データベースによる実証分析と提言』

（東京大学出版会） 

・藤田昌久、浜口伸明、亀山嘉大 著“Spatial Economics for Building Back Better”

（Springer） 

・矢野誠、松田文彦、Anavaj Sakuntabhai、広田茂 編“ Socio-Life Science and the COVID-

19 Outbreak”（Springer） 

・長岡貞男 著『発明の経済学 イノベーションへの知識創造』（日本評論社） 

 

〇国際化の推進 

・コリン・メイヤー教授（オックスフォード大学サイード経営大学院）をメインスピーカーと

する 5 回シリーズの連続ウェビナー「新しい企業の概念」（ヨーロッパ・コーポレート・ガバ

ナンス協会（ECGI）、早稲田大学ビジネス・ファイナンス研究センター（WBF）共催）の第 2回

目から第 5回目までを開催した。 

・シンガポールのトップシンクタンクの一つである ISEAS-ユソフ・イサーク研究所との交流を

深めた。5 月の「日 ASEAN ビジネスウィーク」プログラムの一環として、「東南アジアにおけ

る SDGs とビジネス貢献」と題して共催ウェビナーを開催し、10 月にも“Climate Action by 

Japan and Implications for Southeast Asia”と題した共催ウェビナーを開催した。 

・一般財団法人日欧産業協力センターとともに、「カーボン・ニュートラルに向けて」と題し、

日 EU双方の産業界、政策当局の共通の課題を同定し、日 EU間協力の可能性を探るウェビナー

を開催した。 

・パスツール財団、パスツール研究所、日仏会館、京都大学とともに、「社会生命科学の学際的

考察」として共催ウェビナーを開催し、喫緊の課題に対して議論した。 

・日仏財団、フランス銀行と“How COVID-19 Impacts Supply Chains and the Economy”と題し

た共催ウェビナーを開催し、日本と欧州のエビデンスを元に COVID-19 が与える影響について

議論した。 

・一般財団法人日本エネルギー経済研究所、一般財団法人日欧産業協力センターとともに「ネ

ットゼロに向けたカーボンプライシング/市場メカニズムの活用」と題したウェビナーを共催

し、カーボンプライシングのあり方を、日 EUのスピーカーから解説いただいた。 

・世界的なシンクタンクである英国経済政策研究センター（CEPR）と研究交流覚書締結後 16 回

目となる共催シンポジウム「新しい資本主義を探る」を開催し、「気候変動と経済のダイナミ

ズム」「地経学ショックに対するグローバルバリューチェーン（GVC）の回復力」をテーマに

欧州と日本の有識者が議論を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○国際化の推進は RIETI の発

信力を国際的に高めていく

ために特に重視しており、

これまでの蓄積に基づいた

取組加え、業務実績に記載

したような新たな取り組み

をコロナ禍の困難にもかか

わらず実施した。 
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る大学等の研究

者の連携等によ

り、更なる研究

ネットワークの

拡大、研究体制 

の強化を常に図

る必要がある。

研究者同士の健

全な緊張感を醸

成し、知識の融

合化や新しい着

想からの研究を

目指すべきであ

る。そのために

更 に 海 外 の 大

学・研究機関や

国際研究 6機関と

の 連 携 を 強 化

し、共同研究の

推進を図るとと

もに国際ネット

ワークを拡充す

る 。 そ れ に 加

え、海外の要人

をシンポジウム

に招聘する等、

国際交流を促進

する 

なお、成果普

及・国際化業務

についても、研

究プロジェクト

等に対応して実

施されるもので

あることから、

研究計画にシン

ポジウム・セミ

ナー等の開催ス

ケジュール等を

反映させること

を含め、中長期

策の立案等に貢

献する。 

そのために、

以下のような取

組を進める。 

・理事長及び所

長のリーダーシ

ップの下で、海

外の大学・研究

機関や国際研究

機関との連携を

強化し、共同研

究の推進を図る

とともに国際ネ

ットワークを拡

充する。  

・幅広い分野に

おける海外の要

人、世界的権威

のある研究者を

シンポジウムに

招聘する等、国

際交流を促進す

る。 

な知名度を向上

させつつ、RIETI 

の研究成果の内

外での影響力を

高めるため、理

事長や所長のリ

ーダーシップの

下で、海外の大

学・研究機関や

国際研究機関と

の 連 携 を 強 化

し、共同研究の

推進を図るとと

もに、国際ネッ

トワークを拡充

する。 

さらに、海外

で先行している

研究内容等につ

いて、注目すべ

き 海 外 の 研 究

者、有識者等を

積 極 的 に 招 聘

し、研究員との

議論を行うとと

もに、幅広い分

野における海外

の要人、世界的

権威のある研究

者をシンポジウ

ム に 招 聘 す る

等、国際交流を

促進する。 

・グローバル・インテリジェンス・シリーズ（GIS）をはじめ、公開 BBL では、リチャード・ボ

ールドウィン（高等国際問題・開発研究所（ジュネーブ）教授/RIETI 外部諮問委員）、サイモ

ン・エベネット（ザンクトガレン大学教授）、Lurong CHEN（東アジア・アセアン経済研究セ

ンター（ERIA）シニアエコノミスト）、ウリケ・シェーデ（カリフォルニア大学サンディエゴ

校教授）、Staffan I. LINDBERG（Professor & Director, V-Dem Institute, Department of 

Political Science, University of Gothenburg）、Bruce STOKES（Non-Resident Fellow, 

German Marshall Fund of the United States）、レベッカ・ファティマ・サンタマリア（APEC

事務局局長）、楊伯江（中国社会科学院日本研究所所長）員等海外の有識者による BBL を多数

開催した。 

・オーストラリア国立大学クロフォード公共政策大学院准教授の Shiro Armstrong VFのネット

ワークを活かして開催した 5 回目となるオーストラリア国立大学豪日研究センターとの共催

シンポジウムは、アジア太平洋の有識者が一堂に会し、大国間の戦略的競争時代における多

国間主義の展望について議論を行った。 

・台湾経済研究院（TIER）・韓国産業研究院（KIET）と、3 機関の研究交流覚書締結後 12 回目と

なる共催ワークショップ「Sustainable and resilient recovery from the Covid-19 in East 

Asia」を開催した。 

・AIG グローバル・トレード・シリーズ 2021 に参加。AIG、ジョージタウン大学国際経済法研究

所、英国王立国際問題研究所（チャタムハウス）、オランダ国際関係研究所（クリンゲンダー

ル）、国際商業会議所英国委員会、国際商業会議所フランス委員会、ジャック・ドロール研究

所、ベルテルスマン財団と協働し、世界貿易に関わる様々なテーマで 10 回のポッドキャスト

シリーズが実施された。渡辺哲也副所長もパネリストとして参加した。 

・CEPR のポータルサイト VoxEU に RIETI 研究員によるコラムが年間 25 本投稿・掲載された。

（昨年度 22本）有馬純 CFの RIETIコラム“COP26 Assessment and Challenges”は VoxEUサ

イトに転載された週に１週間で最も多く読まれたコラムとして CEPR のニュースレターで取り

上げられた(1月)。また ANU AJRC（オーストラリア国立大学豪日研究センター）への RIETIコ

ラムの転載等、RIETI の研究情報の海外への配信を積極的に行った。さらに VoxEU 及びドイツ

IZA（Institute for the Study of Labor）からコラムを転載・翻訳し、海外の最新の研究内

容の国内への紹介も積極的に行った。 

・英国、米国、オーストラリア、中国等より客員研究員、ヴィジティングスカラーあわせて9名

が在籍した。 

 

〇中長期的なスケジュール管理及びマネジメント 

・経済産業省の政策、政府の動き、国内・国際的な動向を把握し、タイムリーなウェビナー・

メディア勉強会の開催、インタビュー収録、広報誌・ウェブ特集の制作を行った。またスタ

ッフが過重労働にならないようにミーティングやスケジュール管理表（タイムライン）など

を通じて、無理のない体制によるスムーズな運営を行った。 

・研究員の研究動向の把握のため、研究グループとの合同ミーティングやディレクター会議等

で情報共有を行い、時間が許す限り DP 検討会等に出席した結果、イベント、出版サポート、

コラム・インタビュー、動画（YouTube）等のウェブコンテンツの拡充、CEPR や ANU との知見

交流等、タイムリーな広報活動を行った。 

・令和 3 年度から日経ビジネスとのコラボレーション（誌面展開、日経 BP イベントへの RIETI
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４．その他参考情報 

なし。 

的なスケジュー

ル管理及びマネ

ジメント体制を

明 確 に し た 上

で、実施するこ

ととする。 

 

幹部の登壇等）を展開した。  

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―１ 業務運営の効率化 

当該項目の重要度、困

難度 

重要度：「高」（これまでの効率化の取組により、着実な成果をあ

げてきたことを踏まえつつも、さらに効率化を進めるため。） 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 

 

 

評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度値） 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

一般管理費（総額）（円）  前期最終年度から毎年度平均 3％以上効率化 212,757,443 204,906,130 221,106,737   

対基準値目標削減率（％）(a)   3.0% 5.9%   

対基準値実績削減率（％）(b)    3.7% -3.9%   

上記達成度（％）(b)/(a)   123.3% -66.1%   

一般管理費（新規除く）（円）  新規増加・拡充分を除き前期最終年度から毎年

度平均 3％以上効率化 

同上 同上 196,346,854 

 

  

対基準値目標削減率（％）(a)   3.0% 5.9%   

対基準値実績削減率（％）(b)   3.7% 7.7%   

上記達成度（％）(b)/(a)   123.3% 130.5%   

一般管理費（第 5期増額分）（円） 新規等実施年度比を毎年度平均 3％以上効率化  14,098,359 12,772,540   

対基準値目標削減率（％）(a)    3.0%   

対基準値実績削減率（％）(b)    9.4%   

上記達成度（％）(b)/(a)    313.3%   

業務費（総額）（円） 前期最終年度から毎年度平均 1％以上効率化 534,793,616 350,331,949 410,258,826   

 対基準値目標削減率（％）(a)   1.0% 2.0%   

 対基準値実績削減率（％）(b)   34.5% 23.3%   

 上記達成度（％）(b)/(a)   3,450% 1,165.5%   

業務費（新規除く）（円） 新規増加・拡充分を除き前期最終年度から毎年

度平均 1％以上効率化 

501,793,616 同上 同上   

 対基準値目標削減率（％）(a)   1.0% 2.0%   

 対基準値実績削減率（％）(b)   34.5% 23.3%   

 上記達成度（％）(b)/(a)   3,450% 1,165.5%   

業務費（第 5期増額分）（円） 新規等実施年度から毎年度平均 1％以上効率化  83,173,040 82,231,827   

対基準値目標削減率（％）(a)    1.0%   

対基準値実績削減率（％）(b)    1.1%   

上記達成度（％）(b)/(a)    110.0%   



38 
 

 ３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

４．業務運営の

効率化に関する

事項 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）組織体制

の充実 

①各年度計画等

で定める研究プ

ログラムそれぞ

れに、研究全般

の管理を担うプ

ログラムディレ

クターを任命す

る。また、必要

に応じてプログ

ラムサブリーダ

ーを任命する。

また、四半期ご

とに予算執行状

況を確認した結

果を研究計画の

見直しに反映す

２．業務運営の効

率化に関する目標

を達成するために

とるべき措置 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）組織体制

の充実 

(a)各年度計画で

定める研究プログ

ラムそれぞれに、

当該研究プログラ

ムに属する研究全 

般の管理を担うプ

ログラムディレク

ターを任命する。

必要に応じてプロ

グラムサブリーダ

ーを任命する。ま

た、四半期ごとに

予算執行状況を確

認した結果を研究

計画の見直しに反

映する。 

２．業務運営の効

率化に関する目標

を達成するために

とるべき措置 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）組織体制

の充実 

(a)研究プログラ

ムそれぞれに、

当該研究プログ

ラムに属する研

究全般の管理を

担うプログラム

ディレクターを

任命する。必要

に応じてプログ

ラムサブリーダ

ーを任命する。

また、四半期ご

とに予算執行状

況を確認した結

果を研究計画の

見直しに反映す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）組織体制の充実 

○EBPMセンターの設立準備 

RIETI では、EBPM に関する取組の社会的な要請、RIETI におけるこれまでの EBPM に関する取

組の蓄積を踏まえて、RIETI における EBPM に関する取組を抜本的に拡充するための検討、準備

を重点的に実施した。この中で、経済産業省における「経済産業政策の新機軸」に関する議論

の深まりに併行し、データ駆動型行政の中核的な役割重要な一翼を担うこととなる EBPM センタ

ーの設立が構想され、同センター要員の採用及び組織規程等の整備を行った（設立は令和 4 年 4

月 1 日）。これに併せて、RIETI 内の人員・体制の見直しを実施し、効率的な配置・業務体制の

確立に努めた。 

なお、本センターは、独立性、中立性の高い立場から、政策の効果検証を行うこととしてい

る。  

・アドバイザリーボードの組成と就任依頼（大橋座長、渡辺教授、北尾教授） 

・EBPMセンターの組織規程・決裁規程など事務体制等の整備 

・シニア EBPMオフィサー新設、加えて研究コーディネーターとして経済産業省から出向者受 

け入れ準備 

・EBPMエコノミスト等の採用準備 

・EBPM研究に関する国内外のネットワーク構築（Oxford Blavatnik School of Governmentとの 

連携検討中） 

 

○プログラムディレクターの設置 

・文理融合を含めた多角的な研究テーマ群について体系的な研究による政策提言を実現するた

め、プログラム毎に一定の方向性を設定し、研究全般のコーディネーションや管理を担うプ

ログラムディレクターを任命した。 

・プログラムディレクターとの意見交換会を定期的に開催しプログラム全体の進捗の報告や経

済産業省の政策、国際的な動向等に意見交換を行った。また、プログラムディレクターは、

中堅・若手の優れた研究者の研究プロジェクト立ち上げに努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

根拠 

データ駆動型行政の中核的

な役割重要な一翼を担うこと

となる EBPM センターの設立

が構想されたことから、業務

実績に列挙した業務を組織体

制の充実の一環として行っ

た。特に、RIETI 内で業務効

率化を行いつつ、同センター

要員の採用活動を含む要員確

保の取組及び組織規程等の整

備を行った。これに併せて、

RIETI 内の人員・体制の見直

しを実施し、効率的な配置に

努めた。 

 本構想の実現に当たって

は、経済産業省の関係各課と

も頻繁な調整を行い、担う役

割に最適化されたセンターの

構想構築に努めた。 

 

また、文理融合を含めた多

角的な研究テーマ群について

体系的な研究による政策提言

を実現するため、プログラム

ディレクターを設置する等、

効率的な業務運営のための体

制整備を行うとともに、一般

管理費や業務費の定期的な見

直しや入札等による適切な調

達の実施を行う一方で、電子

決裁システムの申請様式を拡

充し、決裁処理のペーパーレ

ス化を促進したことにより、
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る。 

 

②経済産業省か

らの多種多様な

相談を受けるア

クセスポイント

として、第４期

か ら 設 置 し た

「政策アドバイ

ザー」や EBPM 関

連 分 析 を 通 じ

て、経済産業省

とのネットワー

ク・人脈を構築

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③多様な人材を

 

 

(b)経済産業政策

の重点的な視点

に限らず、経済

産業省等からの

多種多様な相談

に応じるアクセ

スポイントとし

て、「政策アドバ

イザー」を指名

するとともに、

EBPM 関連分析を

通じて、経済産

業省等とのネッ

トワーク・人脈

を構築し、政策

実務者が研究所

の知見を活用で

きる体制を整え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)多様な人材を

る。 
 
(b)経済産業省等

からの多種多様

な相談に応じる

アクセスポイン

トとして、「政 
策 ア ド バ イ ザ

ー」を指名する

とともに、 EBPM 
関連分析を通じ

て、経済産業省 
等とのネットワ

ーク・人脈を構

築し、政策実務

者が研究所の知

見を活用できる

体制を整える。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)多様な人材を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○EBPM 関連分析を通じた経済産業省等とのネットワーク・人脈構築及び研究所の知見活用体制

の整備 

 

EBPM 推進のため経済産業省等との連携の下、以下のとおり個別の経済産業政策 EBPM 研究を実

施している（継続中）。 

・フェムテックの効果検証 

本事業は、経済産業省が推進しているフェムテック（女性特有の健康問題について最新の IT

技術を使って取り組むもの）の実際の効果については不明瞭なところがあるところから、政

策エコノミストが効果検証について制度設計の段階から関与している。 

・燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション整備事業 

本事業は、平成 25 年度から続いている事業であり、令和元年度以降は、毎年 100 億円以上の

当初予算がついている。水素ステーションの導入拡大を行うことで燃料電池自動車の普及拡

大を促進することとされているが、実際にこの事業が効果を有するものなのかについて、ど

こまで効果検証が可能なのかも含めて検討する。 

・キャッシュレス・消費者還元事業 

本事業は、キャッシュレスの推進と消費税率引上げに伴う需要平準化対策として、数千億円

規模の予算を使って行われた事業であり、効果検証について、それが可能かどうかの検討も

含めて探求する。 

・GoTo商店街 

本事業について、効果検証が可能かどうか、可能な場合に本当に効果があるのかどうかを探

求する。 

・研究開発税制 

本事業は、前年度に引き続き、研究開発税制の効果検証を進める。 

経済産業省のデータを用いて、研究開発税制の利用状況が企業の財務パフォーマンスに与え

る効果を分析する。特に、オープンイノベーション型の制度拡充と繰越控除制度の廃止の効

果に注目して分析する。  

経済産業省からの要請に応じ、経済産業政策の効果検証のサーベイを年 15 件執筆し、経済産

業省ポータル（KANI,政策情報交換の場）に掲載した。また、一部のサーベイは RIETI のウェ

ブページでも公開し研究成果として発信した。 

政策アドバイザーによる研究・助言等を行った。経済産業省等政策実務者からの依頼による

研究者の紹介や研究資料の作成、参考文献等の資料提供を行うなど、個別ニーズに対応し

た。 

・EBPMセンター設立に向け、令和 3年度中に行った先行的な活動 

「先端半導体の国内生産拠点確保にかかる補助金事業（令和 3年度補正予算 6170億円）」、「 

グリーンイノベーション基金事業（2021年～、総額 2兆円規模）」について、補助対象事業者 

に対し、政策評価のために必要な取引データ等の提出を求める仕組みの創設などのアドバイ

スを行った。 

 

○多様な人材の確保及び内外の動向に対して柔軟な研究体制を整備 

以下の点に見られるように、

業務を効率化しつつ、パフォ

ーマンスを向上させる取り組

みを着実に行った。 

EBPM推進のため、経済産業 

省等と複数回の会合や長期 

間にわたりメールでやりと 

りを行い、密な連携を進めて

いる。 

 

 

(主な評価指標に係る自己評

価の詳細は以下のとおり。） 
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確保するととも

に内外の動向に

対してより柔軟

な研究体制を整

備し、研究力の

底上げを図り、

知のプラットフ

ォームの役割を

充実させる。 

 

 

（２）業務の効

率化 

第４期に引き

続き、第５期中

期 目 標 の 期 間

中、新規増加分

及び拡充分（以

下、「新規等」と

する。）は除外し

た上で、一般管

理 費 に つ い て

は、運営費交付

金によって行う

事業について、

前期最終年度か

ら 毎 年 度 平 均

３％以上、業務

費については、

前期最終年度か

ら 毎 年 度 平 均

１％以上の効率

化を図る。 

また、新規等

の運営費交付金

によって行う事

業については、

新規等実施年度

から毎年度平均

で、一般管理費

３％以上、業務

確保するととも

に内外の動向に

対してより柔軟

な研究体制を整

備し、研究力の

底上げを図り、

知のプラットフ

ォームの役割を

充実させる。  

 

 

（２）業務の効

率化 

 第４期中期目

標期間に引き続

き、第５期中期

目標の期間中、

新規増加分及び

拡充分（以下、

「新規等」とす

る。」）は除外し

た上で、一般管

理 費 に つ い て

は、運営費交付

金によって行う

事業について、

前期最終年度か

ら 毎 年 度 平 均

３％以上、業務

費については、

前期最終年度か

ら 毎 年 度 平 均

１％以上の効率

化を図る。 

また、新規等

の運営費交付金

によって行う事

業については、

新規等実施年度

比を毎年度平均

で、一般管理費

確保するととも

に内外の動向に

対してより柔軟

な研究体制を整

備し、研究力の

底上げを図り、

知のプラットフ

ォームとしての

役割を充実させ

る。 

 

（２）業務の効

率化 

第４期中期目

標期間に引き続

き、第５期中期

目標の期間中、

新規増加分及び 

拡充分（以下、

「新規等」とす

る。」）は除外し

た上で、一般管

理 費 に つ い て 

は、運営費交付

金によって行う

事業について、

前期最終年度か

ら 毎 年 度 平 均 

３％以上、業務

費については、

前期最終年度か

ら 毎 年 度 平 均

１％以上の効率

化を図る。 

また、新規等

の運営費交付金

によって行う事

業については、

新規等実施年度 

比 を 毎 年 度 平

均、一般管理費

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４期中期目

標期間に引き続

き、第５期中期

目標の期間中、

新規増加分及び 

拡充分（以下、

「新規等」とす

る。」）は除外し

た上で、一般管

理 費 に つ い て 

は、運営費交付

金によって行う

事業について、

前期最終年度か

ら 毎 年 度 平 均 

３％以上、業務

費については、

前期最終年度か

ら 毎 年 度 平 均

１％以上の効率

化を図る。 

また、新規等

の運営費交付金

によって行う事

業については、

新規等実施年度 

比 を 毎 年 度 平

均、一般管理費

３％以上、業務

費１％以上の効

国際的な調査・研究を行う為に、上席研究員 2 名（1 名は他大学から転籍出向）、近年の EBPM

の重要性に鑑み、若手研究員（政策エコノミスト）1 名を採用した。また、在宅勤務導入に伴

い、事務手続の簡素化、電子化、ペーパーレス化等を推進すべく、情報システム系の人材 1名

を非常勤から常勤採用、国際イベントやセミナー（オンライン）を多数開催することに伴

い、コンファレンス等の運営を担当する人材 1名を非常勤から常勤採用等、多用かつ適正な人

材確保を行った。 

 

 

 

 

 

（２）業務の効率化 

○一般管理費 

・令和 3年度については、令和 2年度と比較して、7.9%増加した。 

・これは、第五期 PC-LANのクラウド化に伴う費用による前年度比増加であるが、前期最終年度 

との比較においては 7.7%削減している。 

・また、第五期増額分については、令和 2度度と比較して、9.4%削減した。 

 

一般管理費の推移                                                  （単位：円） 

 令和 2年度実績 令和 3年度実績 削減額 前年度比削減率 

一般管理費 204,906,130 196,346,854 

（第五期 PC-LAN 増額

分除く） 

8,559,276 4.2% 

一般管理費（総額） 

 

204,906,130 221,106,737 △16,200,607 △7.9% 

一般管理費 

（第 5期増額分） 

14,098,359 12,772,540 1,325,819 9.4% 

 

○業務費 

・令和 3年度については、令和 2年度と比較して、17.1%増加した。 

・これは、プロジェクトの増加に伴う調査費などによる前年度比増加であるが、前期最終年度 

との比較においては、23.3％削減している。 

・また、第五期増加分については、1.1％削減した。 

 

業務費の推移                                                           （単位：円） 

 令和 2年度実績 令和 3年度実績 削減額 前年度比削減率 

業務費（総額） 350,331,949 410,258,826 △59,926,877 △17.1% 

業務費 

（第 5期増額分） 

83,173,040 82,231,827 941,213 1.1% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一般管理費、業務費ともに

前期最終年度との比較にお

いて目標を達成。また、第

五期増額分についても実施

年度比の目標を達成でき

た。 
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費１％以上の効

率化を図る。 

 

 

（３）人材確保

計画の策定、人

事管理の適正化 

（中略） 

 

研究所の役割を

果たすため、若

年層のキャリア

パスの明確化を

含めた必要とな

る適正な人材確

保・育成方針を

策定し、人事評

価に基づく適正

な人員配置を行

い、職場活性化

を 図 る 。 そ の

際、給与水準に

ついては、国家

公務員等の給与

水準を十分に考

慮して適正化に

努 め る と と も

に 、 そ の 合 理

性・妥当性も含

めて対外的に公

表する。  

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３％以上、業務

費１％以上の効

率化を図る。 

 

（３）人材確保

計画の策定、人

事管理の適正化 

 （中略） 

 

研究所の役割を

果たすため、若

年層のキャリア

パスの明確化を

含めた必要とな

る適正な人材確

保・育成方針を

策定し、人事評

価に基づく適正

な人員配置を行

い、職場の活性

化を図る。その

際、給与水準に

ついては、国家

公務員等の給与

水準を十分に考

慮して適正化に

努 め る と と も

に 、 そ の 合 理

性・妥当性も含

めて対外的に公

表する。  

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３％以上、業務

費１％以上の効

率化を図る。 

 

（３）人事管理

の適正化 

 （中略） 

 

 

研究所の役割を

果たすため、若 

年層のキャリア

パスの明確化を

含め必要となる

適 正 な 人 材 確

保・育成方針に

より、適正な人

員配置を行い、

職場の活性化を

図る。その際、

給与水準につい

ては、国家公務

員等の給与水準

を十分に考慮し

て適正化に努め

るとともに、そ

の合理性・妥当

性を含め対外的

に公表する。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）人事管理の適正化 

○常勤役員の報酬等の支給状況 

・法人の長の報酬は、事務次官を下回っている。 

(単位：千円） 

 報酬等総額 報酬（給与） 賞与 

法人の長 21,274 15,684 5,590 

理事 17,238 12,355 4,884 

※理事の令和 3年度の報酬等総額と賞与には、令和 3年 7月 5日に退任した前理事の業績給が含

まれている。 

 

（参考）国家公務員指定職（令和 3年 4月 1日現在） 

事務次官（8号俸） 23,175 

 

○職員の給与水準と国家公務員の給与水準の比較 

（ラスパイレス指数（国の給与水準を 100としたときの指数）） 

職員の給与は、対国家公務員比全体では 94.9％と同程度の水準である。しかし、地域･学歴勘

案においては、81.5％と国家公務員に比べて給与水準は低くなっている。 

 

＜事務・技術職員＞ 

対国家公務員（行政職（一）） 94.9 

  地域勘案 82.2 

  学歴勘案 93.1 

   地域・学歴勘案 81.5 

※国の給与水準を 100とした時の指数 

 

・ラスパイレス指数の推移 

＜事務・技術職員＞ 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

対国家公務員 94.8 94.9   

地域勘案 81.9 82.2   

学歴勘案 93.3 93.1   

地域・学歴勘案 81.8 81.5   

 

○その他（諸手当） 

１）期末手当、勤勉手当・特別賞与について 

・年度末に人事評価を行い、その結果を、研究員においては次年度年俸に、事務職員において

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



42 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）適切な調

達の実施 

公正かつ透明

な調達手続によ

る適切で、迅速

かつ効果的な調

達を実施する観

点から、毎年度

研究所が策定す

る「調達等合理

化計画」に基づ

く取組を着実に

実施する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）適切な調

達の実施 

 公正かつ透明

な調達手続によ

る適切で迅速か

つ効果的な調達

を実施する観点

から、「独立行政

法人における調

達等合理化の取

組の推進につい

て」（平成 27 年 5

月 25 日総務大臣

決定）を踏まえ

て毎年度策定す

る「調達等合理

化計画」に基づ

く取組を着実に

実施する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）適切な調

達の実施 

公正かつ透明

な調達手続によ

る適切で迅速か

つ効果的な調達

を実施する観点 

から、「独立行政

法人における調

達等合理化の取

組の推進につい

て」（平成 27 年 5 

月 25 日総務大臣

決定）を踏まえ

て毎年度策定す

る「調達等合理

化計画」に基づ

く取組を着実に

実施する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合評価落札

方式による委託

調査の調達につ

いて、入札説明

会から入札締切

りまでの期間が

15 日未満のもの

を 0件にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

やむを得ない

と認められる事

情がないにもか

は等級号俸に反映させている。また、業績評価が高い者については特別賞与を支給してい

る。 

・期末･勤勉手当の支給割合は、事務職員については国と同様 4.45ヶ月分となっている。 

 

２）各手当における国の基準との比較 

扶養手当、住宅手当及び通勤手当の支給基準は、国の支給基準と同一となっている。 

 

３）法定外福利費 

 令和 3 年度法定外福利費の支出実績額は、1,404,480 円であり、役職員の健康診断等に要した

費用である。 

 

（４）適切な調達の実施 

○方針  

(1) 一般競争入札及び委託調査に関する調達 

原則、基準額以上の調達案件については、真にやむを得ないものを除き、一般競争入札を行

うこととし、価格のみでの契約先の選定が馴染まない内容の調達については、価格及び履行

能力、技術力等を総合的に評価する総合評価落札方式により契約先を決定する。また、総合

評価落札方式による委託調査の調達について、入札 10 件うち、入札説明会から入札締切り

までの期間が 15日未満の入札案件は 0件であった。 

 

(2）企画競争・公募 

①今年度は新型コロナウイルス感染防止の観点から、シンポジウムの開催はオンラインでの

開催となったが、シンポジウム会場借料については、対面での開催が再開された際には、

過去と同様に公募により一定の要件を満たす会場を登録し(応募は随時。登録リストは公

開。)、案件毎にその登録された会場のうちシンポジウムの内容に適した立地のもの全てに

空き状況を確認し、価格及び会場施設を総合的に評価して決定することとする。 

②人材派遣契約については、企画競争により派遣職員の経験及び能力と価格とを総合的に評

価して決定することとする。 

③データベース利用・購入については、潜在的な供給者が他に存在しないことを確認するた

め、公募とする。 

 

(3) 下記については、いずれも競争に適さない事由があるため、引き続き随意契約とする。 

①他機関との共同研究：研究内容から判断して特定機関と共同で行うこととしているため。 

②PC-LAN など既調達のシステムの改修：貸主以外の者による改修では、保守を受けられなく

なるため。  

③シンポジウム関係：競争性のある契約形態で選定した会場において、機器の賃貸借などを

行う場合の会場の指定業者との契約。 

 

○公表の基準の整備及び実施状況 

①整備状況 

契約方式、契約事務手続、公表事項等契約に係る規程として、「独立行政法人経済産業研究

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総合評価落札方式による委

託調査の調達については、

応札者が提案書を作成する

十分な時間がないために一

者応札となることをさける

ため、入札説明会から入札

締切りまでの期間を必ず

15 日間以上とることで、

適切な調達を確保した。 

契約については、随意契約

は真に合理的な理由を持つ

ものに限定し、契約監視委

員会で適切であるとの了解

を得た。競争入札により調

達をしようとする場合に

は、調達関係者は、総務デ

ィレクター又は総務副ディ

レクターが出席する入札検

討会を公示前に開催し、総

務ディレクター又は総務副

ディレクターのチェックを

受けながら入札手続を進め

ることにより、不祥事の発

生を未然に防止した。新規

の競争性のない随意契約に

ついては、随意契約検証総

括責任者（総務ディレクタ

ー）に報告し、会計規程に

おける「随意契約によるこ
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かわらず、調達

関係者と総務デ

ィレクター又は

総務副ディレク

ターが出席する

入札検討会を公

示前に開催しな

いで実施する入

札件数を 0件にす

る。 

緊急を要し時

間的余裕がない

ケース等やむを

得ないと認めら

れる場合でない

に も か か わ ら

ず、随意契約検

証総括責任者の

点検を受けずに

新たに競争性の

ない随意契約を

締結する件数を

０件にする。 

 

 

所会計規程」(以下、「会計規程」という。）及び「独立行政法人経済産業研究所会計規程細

則」（以下、「会計細則」という。）に定め、これらに基づき実施している。 

 

＜随意契約に関する規定＞ 

・随意契約ができる事由：会計規程 第 47条 

・随意契約によることができる限度額：会計細則 第 4条 

 

②当該基準等の運用状況 

これら規程類に基づき、契約手続きを実施している。 

 

③当該基準等の公表状況 

これら規程類は、すべてホームページで公表している。また、契約の締結状況もホームペー

ジで公表している。 

 

＜契約状況の公表の根拠＞  

・会計細則 第 4条の 2 

 

○不祥事の発生の未然防止、審査体制の整備状況及び契約の適正実施確保のための取組状況 

入札 21 件のうち、総務ディレクター又は総務副ディレクターが出席する入札検討会を開催し

なかった入札案件は 0件であった。 

 また、担当部局以外に総務副ディレクター及び総務ディレクターがすべての契約の決裁を行

い、契約金額 1,000万円を超える契約については、理事長の決裁が必要となる。 

 随意契約（少額随契を除く）、企画・公募による個々の契約の決裁は、審査基準から契約まで

担当部局以外に総務副ディレクター、総務ディレクター及び理事長がすべての契約の決裁を

行う。 

 少額随契については、担当部局以外に総務副ディレクター及び総務ディレクターがすべての

契約の決裁を行う。 

また、規程上、「重要又は特殊な契約」については決裁後、監事に回付することとしており、

運用上は、理事長が決裁した契約をすべて監事に回付している。 

 

○随意契約に関する内部統制の確立  

新たに競争性のない随意契約を締結することとなる案件については、検証総括責任者による

事前の点検を受けずに締結した契約は 0件であった。 

 

○その他入札・契約に関する取組事項 

契約監視委員会の開催により契約が一般競争入札等による場合であっても、真に競争性が確

保されているといえるか（一者応札・応募である場合に改善すべき点はないか）、競争性のな

い随意契約について随意契約事由が妥当であるかなどの検証を行い競争性の確保に努めると

ともに、平成 24年 9月 7日付け総務省行政管理局長の要請に基づき、平成 24年度から競争性

のない新規随意契約案件については、原則として事前に契約監視委員会の意見を聴取するこ

ととした。 

とができる事由」との整合

性や、より競争性のある調

達手続の実施の可否の観点

から点検を受けることによ

り、透明性や競争性を確保

した。 
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（５）業務の電

子化 

在宅勤務（テ

レワーク）を導

入し、政府が推

進する「働き方

改革」を実現す 

べく、事務手続

きの簡素化、電

子化の促進を図

るとともに、主

要会議のペーパ 

ーレス化を徹底

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）業務の電

子化 

在宅勤務（テ

レワーク）を導

入し、政府が推

進する「働き方

改革」実現に向

けて、事務手続

きの簡素化等、

電子化の促進を

図るとともに、

主要会議のペー

パーレス化を徹

底する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）業務の電

子化 

在宅勤務（テ

レワーク）を導

入し、政府が推

進する「働き方

改革」を実現す

べく、事務手続

きの簡素化、電

子化の促進を図

るとともに、主

要会議のペーパ

ーレス化を徹底

する。 

○監事や契約監視委員会等の指摘事項 

特になし。 

 

（参考）契約監視委員会の開催状況 

(1)平成 21年 11月 17日閣議決定「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」を受け、

契約監視委員会を設置。 

・競争性のない随意契約を継続しているものについて随意契約事由が妥当であるか  

・契約が一般競争入札等による場合であっても、真に競争性が確保されているといえるか（一

者応札・応募である場合に改善すべき点はないか）などの検証を行う。 

 

〔メンバー〕 

白山真一 委員長（大学教授・公認会計士） 

向宣明 委員（弁護士） 

橋本尚 監事 

鈴木洋子 監事 

 

(2)令和 3年度に契約を締結した案件については、令和 4年 6月 3日オンライン会議形式にて、 

契約監視委員会を開催して審議を行い、審議の結果、透明性や競争性の確保について問題は

無く、適切であるとの了解を得た。 

 

(3)新規の競争性のない随意契約については、原則、契約締結前に契約監視委員への事前の意見

聴取を行い、透明性・競争性の確保を図ることとの平成 24年 9月 7日付け総務省行政管理局

長の要請に基づき、令和 3 年度契約案件のうち随意契約によらざるを得なかった共同研究、

広報(広報誌、WEB)等、情報システム関連の契約について、契約監視委員への意見聴取を事

前に行い、その結果、透明性や競争性の確保について問題はなく、適切であるとの了解を得

て、契約手続を実施した。 

 

（５）業務の電子化 

令和 2年度に導入した電子決裁システムにおいて、令和 3年度に対象とする申請様式の種類を

拡充し、決裁処理のペーパーレス化を促進した。 

また、取扱う情報の機密性に応じ、複数の Web会議サービスおよびチャットツールを活用し、

情報セキュリティ対策を考慮しつつ、在宅勤務体制下でのコミュニケーション不足を防い

だ。 
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４．その他参考情報 

なし。 

  

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３―１ 財務内容の改善 

当該項目の重要度、困

難度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
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２．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

５．財務内容の

改善に関する事

項 

研究所は、経済

産業政策に貢献

する研究・政策

提言を行う研究

機関であること

から、財政基盤

を公的資金によ

る運営費交付金

に依拠すること

を基本とする。

ただし、資金使

途は有効か、使

途の透明性が確

保 さ れ て い る

か、不必要な固

定経費が発生す

る等硬直的な組

織運営となって

いないか、本来

得られる収入機

会を逃していな

いか、といった

視点から交付金

の効率的な使い

方に努めること

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）財務内容

の改善 

 研究所は、経

済産業政策に貢

献する研究・政

策提言を行う研

究機関であるこ

とから、財政基

盤を公的資金に

依拠することを

基本とする。た

だし、資金使途

は有効か、使途

の透明性が確保

されているか、

不必要な固定経

費が発生する等

硬直的な組織運

営となっていな

いか、本来得ら

れる収入機会を

逃 し て い な い

か、といった視

点から交付金の

効率的な使い方

に努めることと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）財務内容

の改善 

研究所は、経

済産業政策に貢

献する研究・政

策提言を行う研

究機関であるこ

とから、財政基

盤を公的資金に

依拠することを

基本とする。た

だし、資金使途

は有効か、使途

の透明性が確保

されているか、

不必要な固定経

費が発生する等

硬直的な組織運

営となっていな

いか、本来得ら

れる収入機会を

逃 し て い な い

か、といった視

点から交付金の

効率的な使い方

に努めることと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ. 財務内容の改善に関する事項 

予算管理の適正化かつ効率性 

○令和 3年度の RIETIの運営費交付金執行状況 

令和 3年度決算報告書【法人全体】               （単位：千円） 

区分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入 

運営費交付金 

受託収入 

普及業務関係収入 

寄附金収入 

科学研究費間接費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

計 

 

1,790,008 

841 

43 

2,440 

5,340 

7 

251,544 

2,050,224 

 

1,790,008 

897 

647 

2,440 

5,340 

7 

251,544 

2,050,884 

 

0 

56 

605 

0 

0 

0 

0 

660 

 

支出 

業務経費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

   業務費（人件費を除く） 

受託経費等 

一般管理費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

   業務費（人件費を除く） 

計 

 

1,600,569 

429,441 

1,171,128 

841 

448,813 

137,390 

311,423 

2,050,224 

 

1,125,251 

419,063 

706,188 

897 

437,394 

142,002 

295,391 

1,563,541 

 

-475,318 

-10,378 

-464,941 

56 

-11,419 

4,612 

-16,032 

-486,682 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3年度決算報告書【調査・研究・政策提言・資料統計】    （単位：千円） 

区分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入 

運営費交付金 

受託収入 

普及業務関係収入 

寄附金収入 

科学研究費間接費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

計 

 

1,116,722 

841 

0 

2,000 

0 

0 

251,544 

1,371,107 

 

1,116,722 

897 

0 

2,000 

0 

0 

251,544 

1,371,163 

 

0 

56 

0 

0 

0 

0 

0 

56 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

根拠 

 

効率的な予算執行による

業務運営を行うことができ

ており、昨年度に引き続き

欠損金が発生することもな

く健全な予算管理が行われ

ている。また、自己収入に

より、安定的な業務運営を

可能にした。 

 

 

 

(主な評価指標に係る自己評

価の詳細は以下のとおり。） 
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支出 

業務経費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

  業務費（人件費を除く） 

受託経費等 

一般管理費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

   業務費（人件費を除く） 

計 

 

1,370,266 

352,424 

1,017,841 

841 

0 

0 

0 

1,371,107 

 

897,137 

347,823 

549,314 

897 

0 

0 

0 

898,034 

 

-473,129 

-4,601 

-468,528 

56 

0 

0 

0 

-473,074 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3年度決算報告書【成果普及・国際化】           （単位：千円） 

区分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入 

運営費交付金 

受託収入 

普及業務関係収入 

寄附金収入 

科学研究費間接費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

計 

 

230,260 

0 

43 

0 

0 

0 

0 

230,303 

 

230,260 

0 

647 

0 

0 

0 

0 

230,908 

 

0 

0 

605 

0 

0 

0 

0 

605 

 

支出 

業務経費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

  業務費（人件費を除く） 

受託経費等 

一般管理費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

   業務費（人件費を除く） 

計 

 

230,303 

77,017 

153,287 

0 

0 

0 

0 

230,303 

 

228,114 

71,240 

156,874 

0 

0 

0 

0 

228,114 

 

-2,189 

-5,776 

3,587 

0 

0 

0 

0 

-2,189 
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令和 3年度決算報告書【法人共通】               （単位：千円） 

区分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入 

運営費交付金 

受託収入 

普及業務関係収入 

寄附金収入 

科学研究費間接費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

計 

 

443,026 

0 

0 

440 

5,340 

7 

0 

448,813 

 

443,026 

0 

0 

440 

5,340 

7 

0 

448,813 

 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

 

支出 

業務経費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

  業務費（人件費を除く） 

受託経費等 

一般管理費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

   業務費（人件費を除く） 

計 

 

0 

0 

0 

0 

448,813 

137,390 

311,423 

448,813 

 

0 

0 

0 

0 

437,394 

142,002 

295,391 

437,394 

 

0 

0 

0 

0 

-11,419 

4,612 

-16,032 

-11,419 

 

 

○決算書における自己収入について 

・令和 3年度の収入については予算と決算の差額 660,015円が発生した。このうち普及業務関係

収入としては、予算額 42,897 円に対して決算額 647,433 円となった。これらの差額について

は主に、刊行物発刊に伴う監修料収入となっている。 

 

○支出と運営費交付金債務残高について 

・令和 3年度の支出については予算と決算の差額 486,682,106円が発生した。この差額について

は、複数年度に亘る研究プロジェクト経費の一部に繰越があったことに加え、コロナの影響

で予算想定時の業務執行が困難であった結果であり、この差額に、自己収入等を差し引きし

た額を当期未処分利益として計上した。 

 

○その他 

・借入金の実績の有無 

借入金の実績はない。 

・リスク管理債権の適正化 

 該当なし。 

 

Ⅱ. 各法人に共通する個別的な視点 

保有資産の管理・運用等について  

○実物資産 
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（１）適切な執

行管理と予算規

模 

（中略） 

 

プロジェクトご

とに研究計画の

進捗状況を踏ま

えた運営費交付

金予算の配分の

見直しを行い、

管理会計の手法

を活用したプロ

ジェクトごとの

予算管理体制を

継続する。 

（中略） 

 

（２）外部資金

の獲得について 

官民からの受

託事業費や競争

的資金について

は、研究所のミ

ッションに合う

もの、他の研究

とのシナジー効

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 適切な執行

管理 

（中略） 

 

 

プロジェクトご

とに研究計画の

進捗状況を踏ま

えた運営費交付

金予算の配分の

見直しを行い、

管理会計の手法

を活用したプロ

ジェクトごとの

予算管理体制を

継続する。 

（中略） 

 

(b) 外部資金の

獲得について 

官民からの受

託事業費や競争

的資金について

は、研究所のミ

ッションに合う

もの、他の研究

とのシナジー効

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 適切な執行

管理 

（中略） 

 

 

プロジェクトご

とに研究計画の

進捗状況を踏ま

えた運営費交付

金予算の配分の

見直しを行い、

管理会計の手法

を活用したプロ

ジェクトごとの

予算管理体制を

継続する。 

（中略） 

 

(b) 外部資金の

獲得について 

官民からの受

託事業費や競争

的資金について

は、研究所のミ

ッションに合う

もの、他の研究

とのシナジー効

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入機会を評

価する指標につ

いては、以下の

ものを採用する

こととする。 

・出版や外部研

究費等による諸

収入 

・職員宿舎については所有していない。 

 

〇主な保有資産 

用途 種類 場所 帳簿金額（円） 具体例 

 建物 研究所内 3,671,408 パーテーション 

工具器具備品 研究所内 9,773,329 電話機 

ソフトウェア 研究所内 3,968,452  

 

○金融資産 

・運営費交付金以外の財源で手当てすべき欠損金と運営費交付金財務が相殺されているものは

ない。 

・当期総利益が資産評価損等キャッシュ・フローを伴わない費用と相殺されているものはな

い。 

 

Ⅲ.適切な執行管理 

○管理会計の手法を活用したプロジェクトごとの予算管理体制 

各研究プロジェクトの「研究計画」にスケジュールを含めた詳細なロードマップ、総予算額

及び初年度予算額を明記させ、当該研究計画は、所内の意思決定機関において諮問・承認す

るプロセスで行っている。更に、四半期毎に、それぞれの研究プロジェクトの進捗、執行状

況を総務グループ・研究グループ双方でチェックするなど、各研究プロジェクトの進捗・執

行管理を適切に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．自己収入の確保 

○普及業務関係収入の実績 647千円 

※内訳：普及業務収入：647千円、シンポジウム収入：0千円 

（参考）令和 3年度予算計画上の数値：43千円 

    令和 2年度実績：359千円 

 

○競争的資金等獲得実績 

・受託収入 897千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○書籍の出版からの普及業務

収入は、適切な水準の額の

確保に努めた。 

 

○研究員の競争的資金の獲得

にあたっては、研究所のミ

ッションに合った研究であ

るか否かを審査することに

より、競争的資金による自
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３．その他参考情報 

なし。 

 

  

果のあるものに

ついて前向きに

検討する。 

 

果のあるものに

ついて前向きに

検討するととも

に、自己収入の

確保に努める。 

 

果のあるものに

ついて前向きに

検討するととも

に、自己収入の

確保に努める。 

（参考）令和 3年度予算計画上の数値：842千円 

平成 2年度実績：682千円 

・科学研究費間接費収入 5,340千円 

（参考）令和 3年度予算計画上の数値：5,340千円 

令和 2年度実績：3,966千円 

 

 

 

 

 

 

 

己収入を適切な水準に維持

した。 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―１ 内部統制 

当該項目の重要度、困

難度 

困難度：  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

６．その他業務

運営に関する重

要事項 

（１）内部統制 

（中略） 

 

①法人のミッシ

ョンや長の指示

が確実に全役職

員に伝達される

仕組みをＩＴ技

術も活用しつつ

構築。 

②法人のマネジ

メント上必要な

データを組織内

で 収 集 ・ 共 有

し、法人の長に

伝達した上で、

組織・業務運営

において活用。 

 

 

③計画・実施・

フォローアップ

監査・改善とい

う一連の PDCA を

適切に実施する

とともに、役職

員に対する研修

を行う。 

 

 

 

（７）内部統制 

（中略） 

 

(a)法人のミッシ

ョンや理事長の

指示が確実に全

役職員に伝達さ

れる仕組みを IT 

技術も 活用しつ

つ構築する。  

(b)法人のマネジ

メント上必要な

データを組織内

で 収 集 ・ 共 有

し、理事長に伝

達した上 で、組

織・業務運営に

お い て 活 用 す

る。 

 

 (c)予算の執行

状況について、

四半期毎に理事

長 が チ ェ ッ ク

し、運営会議に

諮る。  

 

(d)計画・実施・

フォローアップ

監査、改善とい

う一連の PDCA を

適切に実施する

とともに、役職

員に対する研修

 

 

 

（７）内部統制 

（中略） 

 

(a)法人のミッシ

ョンや理事長の

指示が確実に全

役職員に伝達さ

れる仕組みを IT 

技術も活用しつ

つ構築する。 

(b)法人のマネジ

メント上必要な

データを組織内

で 収 集 ・ 共 有

し、理事長に伝 

達した上で、組

織・業務運営に

お い て 活 用 す

る。 

 

 (c)予算の執行

状況について、

四半期毎に理事

長 が チ ェ ッ ク

し、運営会議に

諮る。 

 

(d)計画・実施・

フォローアップ

監査、改善とい

う一連の PDCA を

適切に実施する

とともに、役職

員に対する研修

 （７）内部統制 

 

○法人のミッション、理事長指示伝達の仕組みの構築 

・毎週月曜日、役員（理事長、理事、監事）及び管理職（担当マネージャー以上）が参加し、

情報共有及び重要事項を討議する会議（通称「月曜会」）を開催。 

 

・役員を含む所内主要メンバーが参加する「新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を月曜

会終了後に開催し、組織における新型コロナウイルス対策、方針等について討議し、所内に

周知している。 

 

・以下各種定例会を開催し、情報共有や気づきの課題（リスク）について討議を行っている。 

 ・月曜日：定例会（理事長、理事、総務ディレクター、総務副ディレクター） 

・水曜日：研究グループ・国際広報グループミーティング 

 ・木曜日：正副ディレクター会議 

総務グループミーティング 

なお、上記すべての会議は、オンラインで実施している。 

 

○組織・業務運営においてのマネジメント上必要なデータの収集及び共有 

所内全体の在宅勤務実施による対面でのコミュニケーション不足を補うため、所内各担当の

業務日報「RIETI 今日の出来事」を幹部間で共有しており、理事長及び幹部からのメッセージ

の伝達に活用している。 

 

 

○予算執行状況の確認 

令和 3年度も引き続き、理事長・理事が予算の執行状況について四半期毎にチェックを行い、

月曜会に諮り事業の進捗管理を行った。その際に、プロジェクト毎の進捗管理を確認するこ

とにより、予算執行に係る業務の内容について、その効果に照らして必要性を厳格に精査

し、コストパフォーマンスを高めるよう努めた。 

 

 

〇PDCAの適切な実施 

部門を横断した職員により編成した監査チームによる個人情報保護、法令等遵守、業務手

順・効率性を観点としたモニタリングを実施した。監査チームには事前に詳細な監査手順書

及び質問技法についてのマニュアルを配布するとともに共通のチェックシートを使用する事

により監査内容の均質化に留意した。 

四半期ごとの科研費監査を実施。適正な収支管理が行われており、不正及び誤謬がないこと

を確認した。 

＜評価と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

根拠 

 

定例会議の開催、四半期毎

の予算チェック等、所内関係

者へのモニタリングにより

PDCAサイクルの実施を着実

に行った。モニタリングの結

果は内部統制委員会にて理事

長を含む幹部職員に共有し、 

改善・チェックを行い、PDCA

を実施した。また、情報セキ

ュリティーに関しては、在宅

勤務体制下でも受講可能なイ

ンターネット経由の e-ラー

ニングで実施した。 

 

 

(主な評価指標に係る自己評

価の詳細は以下のとおり。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○モニタリングの結果は内部

統制委員会にて理事長を含

む幹部職員に共有するとと

もに PDCA サイクルに乗せ

改善・チェックを行った。 
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３．その他参考情報 

なし。 

  

を行う。 を行う。  昨年度に引き続き計画書作成から報告書作成に至るまで専門業者の助言を受けながら実施

し、内部統制の充実に努めた。 

 

〇研修の実施 

・ハラスメント防止研修 eラーニング 

実施期間：令和 3年 10月 26日～令和 4年 1月 25日 

・公文書管理に関する e-ラーニング研修を所内役職員対象に実施した。 

 実施期間：令和 3年 5月 7日～5月 31日 

・個人情報保護に関する e-ラーニング研修を所内役職員・研究員対象に実施した。 

実施期間：令和 4年 1月 11日～2月 10日 

 

年末年始等長期休暇前、他組織を詐称したメールや Emotet への注意喚起など脅威となる事案

の発生都度、研究所業務に即した心構え･対応手順をメールにて周知し研究所の職員の教育に

取り組んだ。 

 

 

 

○情報セキュリティに関する

職員教育は内部統制上の重

要な課題であるとの認識に

基づき、情報セキュリティ

関連の e-ラーニングを実

施した。また年末年始等長

期休暇前、他組織を詐称し

たメールや Emotet への注

意喚起など脅威となる事案

の発生都度、研究所業務に

即した心構え･対応手順を

メールにて周知し研究所の

職員の教育に取り組んだ。 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―２ 情報管理 

当該項目の重要度、難

易度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
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３．その他参考情報 

なし。 

 

２．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 

６．その他業務運

営に関する重要事

項 

（２）情報管理 

（中略） 

 

多様化・凶悪化す

るサイバー攻撃に

対しては、「独立行

政法人等の保有す

る個人情報の適切

な管理のための措

置に関する指針」

（総務省行政管理

局長通知）や内閣

官房情報セキュリ

テ ィ セ ン タ ー

（NISC）の方針等

を踏まえて、政府

や関係機関等と脅

威情報を共有しつ

つ、研究所におい

てソフトとハード

ウェア両面でのセ

キュリティ対策を

継続する。 

（中略） 

 

 

 

（８）情報管理 

（中略） 

 

多様化・凶悪化す

るサイバー攻撃に

対しては、「独立行

政法人等の保有す

る個人情報の適切

な管理のための措

置に関する指針」

（総務省行政管理

局長通知）や内閣

サイバーセキュリ

テ ィ ー セ ン タ ー

（NISC）の方針等

を踏まえて、政府

や関係機関等と脅

威情報を共有しつ

つ、研究所におい

てソフトとハード

ウェア両面でのセ

キュリティ対策を

継続する。 

（中略） 

 

 

 

 

（８）情報管理 

（中略） 

 

多様化・凶悪化す

るサイバー攻撃に

対しては、「独立行

政法人等の保有す

る個人情報の適切

な管理のための措

置に関する指針」

（総務省行政管理

局長通知）や内閣

サイバーセキュリ

テ ィ ー セ ン タ ー

（NISC）の方針等

を踏まえて、政府

や関係機関等と脅

威情報を共有しつ

つ、研究所におい

てソフトとハード

ウェア両面でのセ

キュリティ対策を

継続する。 

（中略） 

 （８）情報管理 

RIETIが取り扱う情報管理については、情報資産管理台帳を各部署にて最新版に更新し、情報

資産の格付けや管理状況が適切かを CIO補佐官による監査により確認した。 

 

○基幹業務システムの更改を実施するにあたり、各部署にて調達･運用していたシステムの基盤

を統合し、BCP・DRを考慮したリスクマネジメントの向上に取り組んだ。 

 

○「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群」令和 3年度改定版に準拠

し、所内セキュリティポリシーの改定を実施した。 

 

○JPCERT/CCや経済産業省独法連絡会、第二 GSOCからのセキュリティアラートは随時チェック

し、不正プログラム・標的型攻撃メールの情報については実行・接続・受信拒否等適宜対策

を実施している。 

 

○ネットワークのセキュリティ診断を実施した。（7月） 

 

○標的型メール攻撃模擬訓練を所内役職員・研究員対象に 2回実施し、RIETIセキュリティポ 

リシーに定めた対応手順の周知と確認を実施した。 

 

○年間計画に基づくシステムの定期アップデートを実施。また緊急性の高い脆弱性等には随時

対応を行った。 

＜評価と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

根拠 

 

情報システムについては、

標的型メール攻撃模擬訓練や

情報セキュリティに関する情

報共有を定期的に実施、職員

の教育、適切な設定・運用の

点検、JPCERT/CCや経済産業省

独法連絡会・第二 GSOC からの

アラートに基づくセキュリテ

ィ対策を実施し、パフォーマ

ンスの維持・向上に取り組ん

だ。 

 

 

(主な評価指標に係る自己評価

の詳細は以下のとおり。） 

  

○令和 3 年度において年間を

通じ、情報漏洩等の重大な

インシデントの発生はゼロ

件であり、適切な運用とな

っている。 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 

 


